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第８回 栗原地域合併協議会

（ ）日 時 平成１５年１１月２７日 木

午後２時００分

場 所 一迫町活性化センター

会 議 次 第

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 会議録署名委員の指名

４ 報告事項
報告第１６号 農業委員会委員の定数等検討委員会規程について

５ 協議事項
協議第２２号の２ 上水道事業について
協議第２４号 町名、字名の取扱いについて
協議第２５号 学校教育事業について
協議第２６号 障害者福祉事業について
協議第２７号 新市建設計画(第３章 建設の基本方針)について

５ 提案事項
協議第２８号 商工観光関係事業について
協議第２９号 保育事業について
協議第３０号 保健関係事業について
協議第３１号 第３セクター等の取扱いについて
協議第３２号 地域交通事業の取扱いについて
協議第３３号 国際交流事業について

７ そ の 他

８ 閉 会
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報告第１６号

農業委員会委員の定数等検討委員会規程について

農業委員会委員の定数等検討委員会規程を別紙のとおり定めたので報告する。

平成１５年１１月２７日報告

栗原地域合併協議会
会長 菅 原 郁 夫



農業委員会委員の定数等検討委員会規程

（趣旨）
第１条 この規程は、栗原地域合併協議会規約第１２条の規定に基づき、農業委員会委員
の定数等に関する検討委員会（以下「委員会」という ）の組織及び運営に関し、必要。
な事項を定めるものとする。

（所掌事務）
第２条 委員会は、協議会の求めに応じ、合併後の農業委員会委員の定数等について必要
な調査、検討を行い提言する。

（組織等）
第３条 委員会の委員は、次に掲げる者をもって組織し、会長が委嘱する。
（１）関係町村の農業委員会会長１０名
（２）合併協議会規約第７条第１項第２号委員５名
（２）合併協議会規約第７条第１項第３号委員５名

２ 委員会に委員長及び副委員長を置く。
３ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。

（任期）
第４条 委員の任期は、委嘱の日から提言がなされた日までとする。

（委員長等の職務）
第５条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。
２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。

（会議）
第６条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長がその議長となる。

（報酬及び費用弁償）
第７条 委員会の委員は、報酬及びその職務を行うために要する費用弁償を受けることが
できる。

２ 前項に定める報酬及び費用弁償の額並びに支給方法については、栗原地域合併協議会
委員等の報酬及び費用弁償に関する規程を準用するものとする。

（関係者の出席）
第８条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見等
を求めることができる。

（庶務）
第９条 委員会の庶務は、事務局において処理する。

（委任）
第１０条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会
議に諮って定める。

附 則
この規程は、平成１５年１１月２０日から施行する。



協議第２２号の２ 
 

上水道事業について 
 
 上水道事業について、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                       栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

上水道事業について 
 
１ 上水道事業計画については、現行のまま新市に引き継ぐものとする。 
２ 簡易水道事業計画については、現行のまま新市に引き継ぐものとする。 

 ３ 上水道の使用料及びメーター使用料については、当分の間現行のとおり 
とし、新市において調整する。 

 ４ 簡易水道の使用料及びメーター使用料については、現行のとおり新市に 
引き継ぐものとする。 

 ５ 水道加入金については、次の表のとおり合併時までに調整する。 

メーターの口径 13mm 20mm 25mm 30mm 

加入金の額 25,000 円 50,000 円 80,000 円     120,000 円  

メーターの口径 40mm 50mm 75mm 100mm～ 

加入金の額 220,000 円 800,000 円 1,500,000 円 市長が別に定める 

 ６ 手数料については、栗駒町の例により合併時までに調整する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日確認 



協議第２８号 
 

商工観光関係事業について 
 
 商工観光関係事業について、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                       栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

商工観光関係事業について 
 
 １ 中小企業融資制度については、築館町の例により合併時までに調整する。

ただし、合併前の各町の制度により決定した融資については、現行のとお

り新市に引き継ぐものとする。なお、損失補償については宮城県信用保証

協会と協議の上、合併時までに調整する。 
 ２ 小企業小口融資制度については、廃止する方向で合併時までに調整する。

ただし、合併前の各町の制度により決定した融資については、現行のとお

り新市に引き継ぐものとする。 
 ３ 商工関係助成事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 
 ４ 勤労者福利厚生については、若柳町の例により合併時までに調整する。 
 ５ 企業誘致事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、奨励・

支援措置の充実を基本に、新市において調整するものとする。 
６ 観光イベント事業については、現状のまま継続するものとし、活性化を

図るため関係団体と協議の上、随時調整するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日確認 



関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

○築館町中小企業振興資金融
資

○若柳町中小企業振興資金融
資

○栗駒町中小企業振興資金融
資

　該当なし
○一迫町中小企業振興資金融
資

○瀬峰町中小企業振興資金融
資

○鶯沢町中小企業振興資金融
資

○金成町中小企業振興資金融
資

○志波姫町中小企業振興資金
融資

　該当なし

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業者で
事業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

　町内に居住する中小企業で事
業資金を必要とする者。

１）町に居住し、かつ、町内にお
いて引き続き同一の事業を１年
以上営んでいるもの。

１）町内に1年以上居住し、かつ、
町内において同一企業を引続き
一年以上営んでいる者。

１）町内に居住し同一の事業を６
箇月以上営んでいるもの。

１）町内に居住し、かつ町内にお
いて引続き同一の事業を１年以
上営んでいる者。

１）町内に居住し、かつ、町内に
おいて引続き、同一の事業を1年
以上営んでいる者。

１）町に居住し、かつ、町内にお
いて引続き同一の事業を1年以
上営んでいるもの

１）町に１年以上居住し、町内に
おいて引き続き１年以上事業を
営む者

１）町内において引続き同一の事
業を3年以上営んでいるもの

２）前年度まで町税を完納し、か
つ債務の全部を弁済できると認
められるもの

２）町税を完納し、債務の全部を
弁済できると認められる者

２）前年度までの町税を完納しか
つ債務の全部を弁済できたと認
められるもの。

２）前年までの町税を完納し、か
つ債務の全部を弁済できると認
められるもの。

２）保証協会で代位弁済を受けて
いないもの

２）前年度まで町税を完納し、か
つ債務の全部を弁済できると認
められるもの

２）前年度まで町税を完納し、か
つ債務の全部を弁済できると認
められる者

２）前年度まで町税を完納し、か
つ債務の全部を弁済できると認
められるもの

３）事業内容が堅実で、社会的に
信用があると認められるもの

３）事業内容が堅実である者 ３）保証協会の代位弁済や金融
機関の取引停止を受けていない
もの。

３）事業内容が堅実で社会的に
信用があると認められるもの。

３）金融機関の取引停止を受けて
いないもの

３）事業内容が確実で、社会的に
信用があると認められるもの

３）事業内容が確実で、社会的に
信用があると認められる者

３）事業内容が堅実で、社会的に
信用があると認められるもの

４）保証協会で代位弁済を受けて
いないもの

４）現に協会から代位弁済を受
け、又は、金融機関から取引停
止を受けていない者

４）栗駒町中小企業振興資金の
融資を受けていないもの。

４）保証協会で代位弁済を受けて
いないもの。

４）保証協会で代位弁済を受けて
いないもの

４）保証協会で代位弁済を受けて
いない者

４）保証協会で代位弁済を受けて
いないもの

５）金融機関の取引停止を受けて
いないもの

５）金融機関の取引停止を受けて
いないもの。

５）金融機関の取引停止を受けて
いないもの

５）金融機関の取引停止を受けて
いない者

５）金融機関の取引停止を受けて
いないもの

　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金・景気対策
資金

　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金

　　１０００万円 　普通枠：７００万円
　特別枠：１０００万円

運転資金・設備資金：７００万円
景気対策資金：１０００万円

　　７００万円 　　５００万円 運転資金：２００万円
設備資金：３００万円

　　３００万円 　　５００万円

運転資金：７年以内
設備資金：１０年以内

運転資金：７年以内
設備資金：１０年以内

運転資金・景気対策資金
　　　　　　　　　：１０年以内
設備資金：７年以内

運転資金：５年以内
設備資金：７年以内

運転資金：５年以内
設備資金：７年以内

運転資金：３年以内
設備資金：５年以内

運転資金：２年以内
設備資金：３年以内

運転資金：５年以内
設備資金：７年以内

　宮城県中小企業安定資金の
貸付利率（短期：１．８％、長期：
２．２％）に０．２％を加える。

　宮城県中小企業安定資金の
貸付利率（短期：１．８％、長期：
２．２％）に０．４％を加える。

　宮城県中小企業安定資金の
貸付利率（短期：１．８％、長期：
２．２％）に０．４％を加える。

短期（１年以内）：２．５％
長期（１年超）　 ：２．８％

　年１．３％（町長がその都度定
める）

　宮城県中小企業安定資金の
貸付利率（短期：１．８％、長期：
２．２％）に０．４％を加える。

　宮城県中小企業安定資金の
貸付利率（短期：１．８％、長期：
２．２％）に０．４％を加える。

　宮城県中小企業安定資金の
貸付利率（短期：１．８％、長期：
２．２％）に０．４％を加える。

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

　取扱金融機関へ申込書類を提
出し、金融機関より斡旋申込の申
請がなされ審査のうえ許可書を
交付する

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

　融資斡旋申込書を受理、審査
し、取扱金融機関を通じ信用保
証協会と協議し、該当する場合
は融資斡旋信用保証協議書を交
付する。

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

七十七銀行築館支店
仙台銀行築館支店
仙北信用組合築館支店

七十七銀行若柳支店
仙北信用組合本店
一関信用金庫若柳支店

七十七銀行岩ケ崎支店
仙台銀行岩ケ崎支店
仙北信用組合栗駒支店

七十七銀行築館支店
仙台銀行築館支店
仙北信用組合築館支店

仙台銀行瀬峰支店
七十七銀行築館支店

七十七銀行岩ヶ崎支店 一関信用金庫金成支店 七十七銀行築館支店
仙台銀行築館支店
仙北信用組合本店、
仙北信用組合築館支店

　　５０，０００千円 　２７，０００千円 　　３３，８９９千円 　　１６，０００千円 　　５，０００千円 　　５，０００千円 　　２，５００千円 　　１０，０００千円

　　無 　　有 　　有 　　無 　　有 無 　　有 　　無

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の５倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

　取扱金融機関へ原資を預託
し、その預託金額の７倍

調整方針・調整内容

参　　　　　　　　　　考　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　項

　１　中小企業融資制度については、築館町の例により合併時までに調整する。ただし、合併前の各町の制度により決定した融資については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。なお、損失補償については宮城県信用保証協会と協議の上、合併時までに調整する。

　２　小企業小口融資制度については、廃止する方向で合併時までに調整する。ただし、合併前の各町の制度により決定した融資については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

　３　商工関係助成事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

　４　勤労者福利厚生については、若柳町の例により合併時までに調整する。

　５　企業誘致事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、奨励・支援措置の充実を基本に、新市において調整するものとする。

　６　観光イベント事業については、現状のまま継続するものとし、活性化を図るため関係団体と協議の上、随時調整するものとする。

　②対象

　④融資内容

　　１）使途

１、中小企業融資制度

　①名称

協　議　項　目

栗原地域合併協議会の調整方針
専門部会名（　産　業　部会）　　分科会（　商工観光　分科会）　№-１

協　定　項　目 中小企業融資制度、商工観光事業、勤労者福利厚生、企業誘致、観光イベント（観光・物産協会）　商工観光関係事業

　　４）利率

　⑤申込・審査方法

　　３）貸付期間

　⑨融資可能総額
　　　（協調倍率）

　　２）融資限度額

　③条件

　⑥取扱金融機関

　⑦預託金額

　⑧損失補償の有無



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

　該当なし ○若柳町小企業小口融資 ○栗駒町小企業振興資金 　該当なし 　該当なし 　該当なし 　該当なし ○金成町商工業振興資金融資 ○志波姫町小企業小口融資 　該当なし

 　常時使用する従業員が5名以
下の個人・法人で町内に独立し
た事務所店舗を有し６ヶ月以上
営業している者

中小企業信用保険法施工令第1
条に規定する事業者で常時使用
する従業員が20人以下の個人又
は法人

　町内に居住する商工業者（中
小企業基本法第２条で規定する
中小企業者）

 　常時使用する従業員が5名以
下の個人・法人で町内に独立し
た事務所店舗を有し６ヶ月以上
営業している者

（１）町内に独立した事務所、店
舗を有し、引続き６ヶ月以上営業
しているもの

（１）町内に居住し同一の事業を６
箇月以上営んでいるもの。

（１）町内に独立した事務所、店
舗を有し、引続き６ヶ月以上営業
しているもの

（２）町税を完納しているもの （２）前年度までの町税を完納し
かつ債務の全部を弁済できたと
認められるもの。

（２）町税を完納しているもの

（３）保証協会の代位弁済や金融
機関の取引停止を受けていない
もの

（３）保証協会の代位弁済や金融
機関の取引停止を受けていない
もの。

（３）保証協会の代位弁済や金融
機関の取引停止を受けていない
もの

（４）住民登録法に基づき、若柳
町に住民登録をしているもの

（４）栗駒町中小企業振興資金の
融資を受けていないもの。

（４）住民基本台帳法に基づき、
志波姫町の住民基本台帳に登
録されているもの

（５）若柳町中小企業振興資金融
資制度による融資を受けていな
いもの

（５）志波姫町中小企業振興資金
融資制度による融資を受けてい
ないもの

（６）事業計画が妥当で返済能力
のあるもの

（６）事業計画が妥当で返済能力
のあるもの

　運転資金・設備資金 　運転資金・設備資金 　金成町商工業協同組合に町内
の商工業者の経営の合理化と健
全な育成を図るために必要な融
資をする資金の原資の融資。

　運転資金・設備資金

　３５０万円 運転資金：３００万円
設備資金：３００万円 　　予算の範囲内 　　２００万円

運転資金：３年以内
設備資金：５年以内

運転資金：５年以内
設備資金：５年以内 　　１年以内 　　３年以内

　宮城県中小企業安定資金の貸
付利率に０．４％を加える。

　宮城県中小企業安定資金の貸
付利率に０．４％を加える。

　　無利子
　　（手数料として２．８％）

　宮城県中小企業安定資金の貸
付利率に０．４％を加える。

　商工会を経由して町長に申込
む
　宮城県信用保証協会と町が協
議の上決定する

　取扱金融機関へ申込書類を提
出すると、商工会経由で町に送
付されるので、これを審査し、該
当する場合は融資斡旋信用保証
協議書を交付する。

　商工会を経由して町長に申込
む
　宮城県信用保証協会と町が協
議の上決定する

七十七銀行若柳支店
仙北信用組合本店
一関信用金庫若柳支店

七十七銀行岩ケ崎支店
仙台銀行岩ケ崎支店
仙北信用組合栗駒支店

七十七銀行築館支店
仙台銀行築館支店

　７００万円 　　２，０００千円 　　２，０００千円

　 　　有 　　有 　　有

商店街街路灯維持事業　700千
円

商店街街路灯維持事業
　　　　　　　　　　 1,200千円

商店街街路灯維持事業
　　　　　　　　　　 1,330千円

健康維持増進支援事業  345千
円

地域活性化対策事業 1,700千円 商店会街路灯事業  887千円

アメニティ事業融資利子補給補
助   300千円

後継者育成  180千円 後継者育成事業  200千円 　
空き店舗活用等事業　（賃借料
の１００％補助）   120千円

　

商店会買物駐車場設置事業補
助  （借地料の２/1）   70千円

商業町づくり委員会  200千円
商店街街路環境整備費（清掃）
事業  70千円

中小商業活性化事業  90千円
 

　①名称

　②対象

参　　　　　　　　　　考　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　項

専門部会名（　産　業　部会）　　分科会（　商工観光　分科会）　№-２

　③融資内容

　　１）使途

　　２）融資限度額

　⑥預託金額

　④申込・審査方法

　⑤取扱金融機関

　　３）貸付期間

　　４）利率

３、商工関係助成事業

　⑦損失補償の有無

２、小企業小口融資制度

協　議　項　目



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

○築館町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○若柳町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○栗駒町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○高清水町勤労者生活安定資
金（勤労者ライフローン）

○一迫町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○瀬峰町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○鶯沢町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○金成町勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

○志波姫町勤労者生活安定資
金（勤労者ライフローン）

○花山村勤労者生活安定資金
（勤労者ライフローン）

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

   町内に居住又は勤務している
東北労働金庫の間接構成員・勤
労者互助会員の資格を有する勤
労者本人又はその被扶養者の教
育資金や生活資金を融資。

　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円 　　１，０００千円

　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内 　　５年以内

　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％ 　　２．５％

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫へ所定の手続き
に基づき申し込みをする。

　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店 　東北労働金庫築館支店

○若柳町勤労者定住促進奨励
金

   人口増加及び減少抑止を図る
ため、既に町内に居住している
勤労者及び他市町村から転入し
た勤労者に本町において持家の
取得を増加させ、もって、定住促
進に資する。

　土地区画整理法第３条第１項
及び第２項、都市計画法第２９条
第１項及び第２項並びに若柳町
開発指導要綱に基づき開発され
た土地を対象とし、新たに持家を
取得するために購入した１７０㎡
以上の土地。

　 取得した土地の課税標準額の
１．４％（百円未満切捨て）を交付

　 持ち家を取得した日の翌年度
から３年間

○築館町企業立地促進条例
　 （平成１５年３月制定）

○若柳町企業立地促進条例
　 （平成９年３月制定）

○栗駒町工場設置奨励条例
　 （昭和５５年９月制定）

○高清水町企業誘致及び振興
に関する条例　（平成１２年３月制
定）

○一迫町工場誘致条例
　 （昭和４０年４月制定）

○瀬峰町企業立地奨励条例
　 （平成１２年３月制定） 該当なし

○金成町工場誘致奨励条例
　 （昭和６１年４月制定）

○志波姫町工場設置奨励条例
　 （平成５年１２月制定） 　該当なし

　企業立地促進奨励金 　企業立地促進奨励金 　企業立地促進奨励金 　企業立地促進奨励金 　施設的便宜の供与 　企業立地促進奨励金 　企業立地促進奨励金 　企業立地促進奨励金

　製造業、ソフトウエア業、情報処
理、提供サービス、道路貨物運
送業、倉庫業、自然科学研究所
に属する業種の事業所が新設又
は移設或いは増設をした場合
で、次のすべての要件を満たし
た場合。

　製造業、道路貨物運送業、倉
庫業、梱包業、卸売業、小売業、
旅館業、ソフトウエア業及び自然
科学研究所に属する事業所が中
核的住宅団地に土地を取得した
場合。

　過疎地域活性化特別措置法第
２８条に該当する工場以外の工
場で、製造・道路貨物運送・倉
庫・梱包・卸売を業とするもので
次の基準に該当するもの。

　製造業、道路貨物運送業、倉
庫業、梱包業、小売業、卸売業、
ソフトウエア業及び自然科学研究
所に属する事業を営む個人又は
法人。

　営業として物の製造又は加工を
目的とする施設（工場）で次の各
号に該当する時

　営利を目的とする、製造業、建
設業、サービス業等を営む者で、
町長が奨励を必要と認める工場
及び事業所等。

　町が誘致した工場で、工場を新
設又は増設した者に対し、その
施設が操業を開始し、かつ固定
資産税を納付するに至った場合
に、次の基準に該当するもの

　町内に工場を新設又は増設し
た者に対し、その施設が操業を
開始し、かつ固定資産税を納付
するに至った場合に、次の基準
に該当するもの

①投下固定資産額が30,000千円
以上

投下固定資産額
①製造業等22,000千円以上
②道路貨物運送業等25,000千円
以上
③小売業　200,000千円以上
④自然科学研究所50,000千円以
上

新設：投下固定資産額10,000千
円以上で、常時使用する従業員
数３０人以上

１、投下固定資産額　20,000千円
以上

１、投下固定資産　　30,000千円
以上

新設：投下固定資産額20,000千
円以上で、常時雇用する従業員
数が1０人以上

新設：投下固定資産額10,000千
円以上で、常時使用する従業員
が1０人以上

新設：投下固定資産額30,000千
円以上で、従業員数20人以上

②常雇従業員を10人以上採
用(増員)し、1年以上雇用。

①製造業等10人以上
②道路貨物運送業等15人以上
③小売業10人以上

拡充：投下固定資産額８,000千
円以上で常時使用する従業員数
が拡充以前より２０人以上増員

２、常時使用する従業員の数　5
人以上

２、常時使用する従業員数　20人
以上

増設：投下固定資産額10,000千
円以上で、常時使用する従業員
数が5人以上増員となること

増設：投下固定資産額5,000千円
以上で、常時使用する従業員の
増員を図ること

増設：投下固定資産額10,000千
円以上で、従業員数１０人以上の
増員

③採用（増員）常雇従業員のうち
町内在住者を5人以上雇用。（中
小企業の場合は、3人以上採用
又は増員）

増設による採用
①製造業等5人以上
②道路貨物運送業等7人以上
③小売業5人以上

　固定資産税相当額を3年間交
付する。

　固定資産税相当額限度の範囲
内においてを3年間交付する。

　固定資産税を納付するに至っ
た場合、初年度から第３年度まで
の期間、当該年度の固定資産税
額に相当する奨励金を交付

　固定資産税の課税免除及び利
子補給金の交付。

　敷地の斡旋又は貸与、連結道
路の新設、改良等。

　新設又は増設に係る固定資産
税に対して、その年度において
課税される固定資産税額。（納税
義務が確定した年度から3年以
内、新設企業に限り2年延長する
ことができる。）

　３箇年度分の固定資産税課税
免除。ただし、「過疎地域自立促
進特別措置に係る固定資産税の
課税免除に関する条例」による奨
励措置を受けるものを除いた額。

　３箇年度分の固定資産税課税
免除。ただし、「農村地域工業等
導入地区における固定資産税の
課税免除に関する条例」による奨
励措置を受けるものを除いた額。

　　３）利率

　④申込方法

　①名称

　②対象

４、勤労者福利厚生

　①名称

　②目的

　　１）名称

　⑤取扱金融機関

　③対象

専門部会名（　産　業　部会）　　分科会（　商工観光　分科会）　№-３

参　　　　　　　　　　考　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　項

協　議　項　目

　④内容

　⑤交付期間

　③融資内容

　　１）融資限度額

　　２）適用基準

　　３）内容

５、企業誘致事業

　①奨励措置等

　　２）貸付期間



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

　雇用促進奨励金

　企業立地促進奨励金の交付決
定事業所が、町内在住者を1年
以上雇用した場合

　

　操業後3年間に限り、町内在住
者1人につき１００千円を交付す
る。ただし、2年目以降は既に交
付した者の数を控除し交付するも
のとし、交付総額は5,000千円を
限度とする。

○過疎地域自立促進特別措置
に係る固定資産税の課税免除に
関する条例　（平成１２年４月制
定）

○過疎地域自立促進特別措置
に係る固定資産税の課税免除に
関する条例　（平成１２年９月制
定）

○過疎地域自立促進特別措置
に係る固定資産税の課税免除に
関する条例（平成１２年６月制定）

○過疎地域自立促進特別措置
に係る固定資産税の課税免除に
関する条例　（平成１２年９月制
定）

○過疎地域自立促進特別措置
に係る固定資産税の課税免除に
関する条例（平成１２年７月制定）

○過疎地域自立促進特別措置
に係る固定資産税の課税免除に
関する条例（平成１２年６月制定）

　租税特別措置法第12条第1項
の表の第4号又は同法第45条第
1項の表の第4号の規定の適用を
受ける家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地（法
第２条第２項の規定による公示の
日以後において取得したものに
限り、かつ、土地についてついて
は、その取得の日の翌日から起
算して１年以内に当該家屋の建
設の着手があった場合における
当該土地に限る）の所有者

　租税特別措置法第12条第1項
の表の第4号又は同法第45条第
1項の表の第4号の規定の適用を
受ける家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地（法
第２条第２項の規定による公示の
日以後において取得したものに
限り、かつ、土地についてついて
は、その取得の日の翌日から起
算して１年以内に当該家屋の建
設の着手があった場合における
当該土地に限る）の所有者

　租税特別措置法第12条第1項
の表の第4号又は同法第45条第
1項の表の第4号の規定の適用を
受ける家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地(法
第２条第２項の規定による公示の
日以後において取得したものに
限り、かつ、土地については、そ
の取得の日の翌日から起算して
１年以内に当該土地を敷地とす
る当該家屋の建設の着手があっ
た場合における当該土地に限る）
の所有者

　租税特別措置法第12条第1項
の表の第4号又は同法第45条第
1項の表の第4号の規定の適用を
受ける家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地（法
第２条第２項の規定による公示の
日以後において取得したものに
限り、かつ、土地についてついて
は、その取得の日の翌日から起
算して１年以内に当該家屋の建
設の着手があった場合における
当該土地に限る）の所有者

　租税特別措置法第12条第1項
の表の第4号又は同法第45条第
1項の表の第4号の規定の適用を
受ける家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地(法
第２条第２項の規定による公示の
日以後において取得したものに
限り、かつ、土地については、そ
の取得の日の翌日から起算して
１年以内に当該土地を敷地とす
る当該家屋の建設の着手があっ
た場合における当該土地に限る）
の所有者

　租税特別措置法第12条第1項
の表の第4号又は同法第45条第
1項の表の第4号の規定の適用を
受ける家屋及び償却資産並びに
当該家屋の敷地である土地(法
第２条第２項の規定による公示の
日以後において取得したものに
限り、かつ、土地については、そ
の取得の日の翌日から起算して
１年以内に当該土地を敷地とす
る当該家屋の建設の着手があっ
た場合における当該土地に限る）
の所有者

　当該固定資産に対して新たに
固定資産税が課されることとなっ
た年度以降３箇年度に限り当該
固定資産に対して課する固定資
産税を免除するもの。

　当該固定資産に対して新たに
固定資産税が課されることとなっ
た年度以降３箇年度に限り当該
固定資産に対して課する固定資
産税を免除するもの。

　当該固定資産に対して新たに
固定資産税が課されることとなっ
た年度以降3箇年度に限り，当該
固定資産に対して課する固定資
産税を免除するもの

　当該固定資産に対して新たに
固定資産税が課されることとなっ
た年度以降３箇年度に限り当該
固定資産に対して課する固定資
産税を免除するもの。

　当該固定資産に対して新たに
固定資産税が課されることとなっ
た年度以降3箇年度に限り，当該
固定資産に対して課する固定資
産税を免除するもの

　当該固定資産に対して新たに
固定資産税が課されることとなっ
た年度以降3箇年度に限り当該
固定資産に対して課する固定資
産税を免除するもの

○農村地域工業等導入地区に
おける固定資産税の課税免除に
関する条例（平成１０年１２月制
定）

○農村地域工業等導入地区に
おける固定資産税の課税免除に
関する条例（平成２年６月制定）

　新設又は増設に係る工業等の
用に供する設備を構成する家屋
及び償却資産で租税特別措置
法並びに当該家屋の敷地である
土地の所有者

　新設又は増設に係る工業等の
用に供する設備を構成する家屋
及び償却資産で租税特別措置
法並びに当該家屋の敷地である
土地の所有者

　固定資産税をその最初に課す
べき年度以後3箇年度に限り免
除するもの

　農村地域工業等導入地区内に
おける固定資産税をその最初に
課すべき年度以後3箇年度に限
り免除するもの

○低開発地域工業開発促進法
にかかる固定資産税の免除に関
する条例（昭和４２年４月制定）

○低開発地域工業開発促進法
にかかる固定資産税の免除に関
する条例（昭和４０年７月制定）

　租税特別措置法第12条第1項
又は第45条第1項の規定の適用
を受ける家屋及び償却資産並び
に当該家屋の敷地である土地の
所有者。

　青色申告書を提出する法人又
は個人が、町内において昭和４０
年３月３１日から法の指定期間又
は法第２条第６項の規定による指
定解除の日までの期間内に、租
税特別措置法第13条第1項又は
第45条第1項の規定の適用を受
ける家屋及び償却資産並びに当
該家屋の敷地である土地の所有
者。

　固定資産税について、最初の３
年度分に限り免除するもの

　固定資産税について、最初の３
年度分に限り免除するもの

　②支援措置等

　　３）内容

　　２）適用基準

　　１）名称

　　２）適用基準

　　３）内容

　　１）名称

専門部会名（　産　業　部会）　　分科会（　商工観光　分科会）　№-４

参　　　　　　　　　　考　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　項

協　議　項　目

　　１）名称

　　１）名称

　　２）適用基準

　　３）内容

　　３）内容

　　２）適用基準



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

・どんと祭（1月：補助金なし） ・春まつり（4月：８００千円） ・山車まつり(７月：４,０００千円) ・桜まつり（４月：２２０千円） ・政岡まつり（４月：補助金なし） ・桜まつり（４月：３，２４０千円） ・夏まつり（８月：１,８００千円） ・春まつり（４月：３００千円） ・水車まつり（８月：１,５００千円） ・鉄砲まつり（５月：補助金なし）

・互市（３，５，１０月：補助金なし） ・夏まつり（８月：３,２００千円） ・和太鼓競演大会（９月：５００千
円）

・夏まつり（８月：５５０千円） ・あやめ祭り（６月：２,１１４千円） ・夏まつり（８月：５１６千円） ・マインパーク祭り（８月：補助金
なし）

・夏まつり（８月：４００千円） ・志波姫町人形感謝祭（9月：補
助金なし）

・夏まつり（８月：補助金なし）

・桜まつり（４月：３００千円） ・秋まつり（10月：１,４００千円） ・ふるさとまつり（８月：８０千円） ･秋まつり（１１月：５００千円） ・夏まつり花火大会（８月：３００千
円）

・産業まつり（１１月：２，３００千円） ・金田森フェスティバル（１０月：補
助金なし）

・ライトファンタジーIN金成（１２
月：２２０千円）

・湖秋まつり（１０月：１,５００千円）

・七夕まつり（８月：４００千円） ・栗駒山夏山開き（５月：１００千
円）

・互市（３月、１０月 補助金なし） ・牛渕渓谷釣り大会（７月：補助金
なし）

・みやぎ御輿フェスティバル（４
月：補助金なし）※桜まつりと同
日開催

・産業まつり（１１月：５８０千円）

・しづはた姫コンテスト（８月：４００
千円）

・小僧不動の滝寒中みそぎ（１
月：補助金なし）

・泉谷お屋敷まつり（４月：補助金
なし）

・内沼はすまつり（８月：１００千
円）

・牛渕七滝龍神まつり（１０月：補
助金なし）

・せみね裸参り（１月：補助金な
し）

・薬師まつり（１１月：２７００千円） ・春を呼ぶ裸たるみこし（２月：補
助金なし）

・伊豆沼・内沼フォトコンテスト（12
月：３００千円）

・金田火伏せまつり（４月：１,５００
千円）

○築館町観光協会（３００千円）
　 ・会員数　　　８４名

○若柳町観光協会（４４０千円）
　 ・会員数　　　１１８名

○栗駒町観光物産協会（４５０千
円）
   ・会員数　　　　６６名

○一迫町観光協会（５,２４０千円）
   ・会員数　　　　５４名

○鶯沢町観光物産協会（１,２００
千円）
   ・会員数　　　　３３名

○花山村観光物産協会（１,７００
千円）
   ・会員数　　　　３７名

○築館町物産振興協会（１５０千
円）
　 ・会員数　　　２０名

○若柳町物産振興協会（１５０千
円）
　 ・会員数　　　２４名

○一迫町物産振興会（１８０千
円）
   ・会員数　　　　３７名

○金成町物産振興協会（２５０千
円）
   ・会員数　　　　２１名

○志波姫町物産振興協会（５０千
円）
　・会員数　　　　１６名

○栗駒町商業振興協同組合
   ・会員数　　　１００名

○花山村公営観光施設等交流
促進協議会　（１００千円）

９　３町が出資する振興公社については、地域の実情を考慮し、当面、現行のとおりとするが、新町において、経営の効率化や

６、観光・物産振興

　②組織

　　（　）内町補助金等

　①観光イベント

　（　）内開催月・町補助金等

８　小野田町観光協会については、合併後に調整することとし、新町の観光（イベント含む）の受け皿としての組織化を図る。

４　企業誘致対策については、中新田町の例を基本に実施する。

５　各種イベントについては、地域の実情を考慮し、原則として、現行のとおりとするが、新町が一体となり活性化を図るために、

　　関係団体と調整のうえ、随時、見直しを行う。

　　て協力する。

６　中小企業振興資金については、金融支援対策を強化する観点から、合併時に統一する。

　　　　　　　　　　　　岐阜県郡上郡町村合併協議会（平成１６年３月１日合併予定）

　　　　○ 観光関連事業については、７ケ町村の特性を活かした様々な交流拠点施設整備が行われており、新市以降後もこれらの施設

　　　　　　　　中新田町・小野田町・宮崎町合併協議会（宮城県加美町：平成15年4月1日合併）

１　商工会への補助金については、平成１５年度においては、全体として平成１４年度と同一基調で措置するが、新町において、

　　　　　  ・自然資源を活かした総合的な観光振興を図ることとする。

　　　　○ 観光関係施設については、現行のとおり新市に引き継ぐ。施設の管理については、現行委託管理者を基本とし合併後随時調

    これまでの実績に配慮しながら、事業内容等を検討し調整する。

２　商店街や商工業者にかかる助成制度については、平成１５年度は、原則として現行のとおりとするが、新町において、これまで

　　　　　　の創設を図る。

　　　　○ 合併前に奨励金の交付を受けているものは、引き続き交付する。

　　の実績や効果にも配慮し、調整する。

３　地場産業振興対策及び観光振興対策については、新町に引き継ぐ３町の所有する関連施設を有効活用し、新町においても、

　　重点的に取り組む。

　　　　○ 中小企業退職金共済掛金助成制度については、新市以降後八幡町の例により調整する。

　　　　○ 工場誘致奨励金交付制度については、新市における雇用対策の推進を目的とし、新市以降後、大和町の例により新たな制度

　　　　　　整する。

　　　　○ 観光イベントについては、基本的に現状のまま継続することとし、拡大あるいは一本化すべきものについては、新市において

             　随時調整する。

　　　　○ 優良産品認定助成制度については、新市の産業を積極的に育成するため合併後大和町の例により、新たな制度を創設し実施

　　　　　　するものとする。

　　　　○ 合併前に助成金の交付を受けているものは、従前の制度により交付する。

　　収益の向上に向けた検討を行う。

（先進事例：調整方針）

７　商工会については、団体独自に行っている広域合併に向けた検討を尊重し、将来的に統合が進められるように、新町におい

協　議　項　目

専門部会名（　産　業　部会）　　分科会（　商工観光　分科会）　№-５

参　　　　　　　　　　考　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　項



協議第２９号 
 

保育事業について 
 
 保育事業について、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                       栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

保育事業について 
 
  保育事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 
 ただし、下記のものについては、次のとおりとする。 
１ 保育事業 
（１）保育時間については、合併時までに調整する。 

 （２）保育料については、別紙のとおり新市において速やかに調整する。 
２ 特別保育事業  
（１）延長保育、乳児保育、一時保育、子育て支援センターについては、 

当分の間現行どおりとし、新市において速やかに調整する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日確認 



別紙　　

保育料(案)

階層区分 基準額
徴収金
（円）

基準額
徴収金
（円）

基準額
徴収金
（円）

第１階層 0 0 0 0 0 0

9,000 8,100 6,000 5,400 6,000 5,400

19,500 17,550 16,500 14,850 16,500 14,850

30,000 24,000 27,000 21,600 27,000 21,600

44,500 35,600 41,500 31,125 41,500 29,050

61,000 42,700 58,000 40,600 58,000 37,700

80,000 56,000 77,000 46,200 77,000 46,200

３歳未満児 ３歳児 ３歳以上児

第４階層

第１階層を除き、前年度分の所得税課
税世帯であって、その所得税の額の
区分が次の区分に該当する世帯

６４，０００円未満

第５階層
６４，０００円以上
１６０，０００円未満

第６階層
１６０，０００円以上
４０８，０００円未満

第７階層 ４０８，０００円以上

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分

定　　　　　　義

生活保護法による非保護世帯
（単級世帯を含む）

第２階層
第１階層及び第４～第７階層を除き、
前年度分の市町村民税の額が次の区
分に該当する世帯

市町村民税非課税世帯

第３階層 市町村民税課税世帯



関　　係　　項　　目

　　１ 保育事業

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村 備　　　考

該当なし
築館町東保育所 川北保育所 栗駒町岩ヶ崎保育所 高清水町保育園 一迫町保育所 瀬峰町保育所 鶯沢町保育所 金成町金成保育所 志波姫町立保育所
築館町西保育所 川南保育所 栗駒町中野保育所 金成町萩野保育所
築館町北保育所 金成町沢辺保育所

計　３保育所 計　２保育所 計　２保育所 計　１保育園 計　１保育所 計　１保育所 計　１保育所 計　３保育所 計　１保育所

築館町東保育所　６０名
川北保育所　　　　　６０
名

岩ヶ崎保育所　４５名 高清水町保育園　６０名 一迫町保育所  60名 瀬峰町保育所  ６０名 鶯沢町保育所  ４５名 金成保育所　３０名 志波姫町立保育所 該当なし
築館町西保育所　６０名

川南保育所　　　　　９０
名

中野保育所　４５名 萩野保育所　３０名 　　　　　　　　　４５名
築館町北保育所　６０名 沢辺保育所　３０名

計　　１５０名 計　９０名 計　６０名 計　６０名 計　６０名 計　４５名 計　９０名 計　４５名
計　１８０名
平日 平日 平日 平日 平日 平日 平日 平日 平日 該当なし
　７時３０分～１７時４５分 　７時３０分～１８時３０分 　７時３０分～１８時 　７時３０分～１８時３０分 　７時３０分～１８時 　７時３０分～１８時 　７時３０分～１８時 　７時３０分～１７時３０分 　７時３０分～１７時４５分
土曜日 土曜日 土曜日 土曜日 土曜日 土曜日 土曜日 土曜日 土曜日
　７時３０分～１３時 　７時３０分～１８時３０分 　７時３０分～１３時 　７時３０分～１３時 　７時３０分～１２時４５分 　７時３０分～１２時４５分 　７時３０分～１２時４５分 　７時３０分～１２時３０分 　７時３０分～１２時４５分

別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照

該当なし 月～土 該当なし 平日 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
　１８時３０分 　１８時３０分
　　　　　　～１９時００分 　　　　　　～１８時４５分

該当なし 該当なし
生後６ヶ月からの乳児 生後４ヶ月からの乳児 生後６ヶ月からの乳児 生後６ヶ月からの乳児 生後６ヶ月からの乳児 生後６ヶ月からの乳児 生後8ヶ月からの乳児 　生後８ヶ月からの乳児

３保育所 １保育所 １保育所 １保育所 １保育所 １保育所 １保育所 該当なし 1保育所 該当なし

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
生後６ヶ月以上小学校就 生後４ヶ月以上就学前の 児童福祉法による保育へ 児童福祉法第２４条本文 児童福祉法による保育へ
学前までの健康な乳幼 健康な児童 の入所の対象とならない の規程による保育の実施 の入所の対象とならない
的に保育にかけるもの 健康な満１歳以上の就学 の対象とならない生後６ヶ 健康な満１歳以上の就学

前児童 月から小学校就学前の 前児童
健康な児童

７時３０分～１７時３０分 ８時３０分～１７時３０分 ８時３０分～１６時３０分 ７時３０分～１７時３０分 該当なし 該当なし ７時３０分～１７時３０分 該当なし 該当なし 該当なし
利用承認した時間

２保育所 １保育所 １保育所 １保育所 該当なし 該当なし １保育所 該当なし 該当なし 該当なし

１日利用 １日保育料 １歳～２歳 １日 該当なし 該当なし １日 該当なし 該当なし 該当なし
　１，８００円 　１，５００円 　１時間　　５５０円 　　２，０００円 　　２，０００円
　（おやつ代・給食代含） 　おやつ　午前　５０円

　　　　　　　午後　１００円 半日
半日利用 半日保育料 　昼食１００円（完全給食） 半日 　　１，０００円
　１，０００円 　７５０円 ３歳 　　１，０００円
　（おやつ代・給食代含） 　１時間　　３００円 給食費　1日利用３００円

給食費　３００円 　おやつ　午後　１００円 給食費　３００円 給食費　午前利用２５０円
　昼食１００円（完全給食） 給食費　午後利用50円
４歳～５歳
　１時間　　２５０円
　おやつ　午後　１００円
　昼食１００円（完全給食）

参　　　　考　　　　事　　　　項

　　乳児保育

　　延長保育
２　特別保育事業

　　　　　対象

　　　　　受入所（園）数

　　一時保育

栗原地域合併協議会の調整内容

協　定　項　目

調整方針・調整内容

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保育所分科会　）　№-1

保育事業

　　（１）　保育時間については、合併時までに調整する。

　　（２）　保育料については、別紙のとおり新市において速やかに調整する。

　　（１）　延長保育、乳児保育、一時保育、子育て支援センターについては、当分の間現行どおりとし、新市において速やかに調整する。

　　２ 特別保育事業

協　議　項　目

１　保育事業
　（１）　保育所（園）数
　
　

　　　　　保育時間

　（２）　保育料

　　　　　受入年齢

保育事業

　　　　　定員数

　　保育事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。ただし、下記のものについては、次のとおりとする。

　　　　　保育時間

　　　　　実施保育所数

　　　　　保護者負担金



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村 備　　　考

築館町子育て支援センタ 若柳町子育て支援センタ 該当なし 高清水町子育て支援 一迫町子育て支援センタ 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
ー ー センター ー

１　目的 １　目的 １　目的 １ 目的
子育てを支援する基盤形 　乳幼児期において、生 　「特別保育事業実施要 育児家庭に対する支援
成を図るため、育児不安 　活経験の異なる仲間た 　網」の趣旨に基づき、高 活動を実施することによ
等についての相談指導、 　ちとの活動の中から人 　清水町子育て支援セン り、育児を支援する基
育てサークル等への支援 　間性豊かな人格が形成 　ターを設置し、地域全 を形成し、一迫町にお
等地域の子育て家庭に 　されるよう、その環境を 　で子育てを支援する基 る育児家庭等の福祉向
する育児支援を図ること 　提供すると共に、親また 　盤を形成することにより 上を図ることを目的とす
目的とする。 　は祖父母への相談の機 　育児支援を図ることを る。

　会を提供し、次代の担 　目的とする。
　手である子供らの健全
　育成を助長し、地域に
　ける子育てネットワーク
　づくり。

２　対象児童 ２　対象児童 ２　対象児童 ２ 対象児童
　町内の学校就学前の乳 　町内の学校就学前の乳 　町内に在住する小学校 （利用者として下記のよ
　幼児とその親及び祖父 　幼児とその親及び祖父 　就学前までの乳幼児 うに定める）
　母。 　母。 　その親及び祖父母 子育て家族（これから子

　（これから親になる人も） 育てを始める家族を含
む）

3　利用時間 3　利用時間 ３　利用時間 3 利用時間
　　　　　　（月～金） 　　　　　　（月～金） 　　　　　　（月～金） 　　　　　（月～金）
　※開所時間 　※　開所時間 　※　開所時間 ※開所時間
午前9時から１１時30分ま 午前９時３０分から 　午前９：００分から 午前9.30分から１１時まで
　　　　　　（火、木） 　　　　午前１１時３０分 　　　　　１１：３０分まで ※園庭開放
午後３時から4時30分ま 　午前9.30分から

　※　園庭開放 　　　　　午後4時まで
　※所庭開放 　※所庭開放 　午前９：００分から
上記のとおり 　　　　　あり 　　　　　１１：３０分まで

4　実施状況 4　実施状況 ４　実施状況 4 実施状況
　（１）育児家族に対する 　（１）出前保育活動場所 　（１）育児不安等につい （１）育児家族に対する
　　　相談指導 　　有賀、大岡、畑岡 　　　の相談指導 　　相談指導
　（２）子育てサークル等 　　（地区公民館） 　（２）子育てサークル等 （２）子育てサークル等
　　　の育成・支援 　　川北、川南 　　　　育成・支援 　　の育成・支援
　（３）特別保育事業の積 　　（多目的研修セン 　（３）子育てに関する各 （３）特別保育事業の積
　　　極的実施 　　ター） 　　　種情報の提供 　　極的実施
　（４）地域の保育資源の 　（２）活動内容 　（４）特別保育事業の積 （４）前各号に掲げるも
　　　情報提供 　　ふれあい保育、料理 　　　極的実施 　　のほか、町長が必要
　（５）育児家庭に対する 　　教室（おやつ作り）、 　　と認めるもの
　　　遊び場の提供 　　講演会、育児相談、

　　ミニ遠足、運動会等
　（３）活動時間
　　午前９時３０分～午前
　　１１時３０分まで地区ご
　　とに毎月２回活動す
　　る。
　（４）子育て支援センター
　　（川北保育所内）を
　　拠点として
　・各地区に出向いての
　　出前保育年間５地区
　　２４回実施
　・サークル活動の支援
　・子供を遊ばせながら、
　　親同士の情報交換、
　　情報提供
　・季節行事の小物作り
　・保育所入所児童との
　　交流
　・育児相談、健康、保健
　　相談、虐待問題相談
　　その他の子育てに関
　　すること。
　・講演会、研修会参加
　　指導

参　　　　考　　　　事　　　　項

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保育所分科会　）　№-２

協　議　項　目

　　子育て支援センター



協議第２９号　保育事業参考資料　
保育料差額一覧表

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円）

差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円）

9,000 9,000 9,000 9,000 6,300 9,000 8,000 9,000 6,300 7,200

-900 -900 -900 -900 1,800 -900 100 -900 1,800 900

19,500 19,500 19,500 19,000 13,650 19,500 16,000 19,500 13,650 15,600

-1,950 -1,950 -1,950 -1,450 3,900 -1,950 1,550 -1,950 3,900 1,950

25,500 27,000 26,700 24,000 21,000 27,000 27,000 23,000 21,000 21,000

-1,500 -3,000 -2,700 0 3,000 -3,000 -3,000 1,000 3,000 3,000

33,375 35,600 35,600 34,000 31,150 35,600 33,000 35,160 31,150 35,600

2,225 0 0 1,600 4,450 0 2,600 440 4,450 0

45,750 45,750 45,750 45,000 42,700 45,750 43,000 44,530 42,700 48,800

-3,050 -3,050 -3,050 -2,300 0 -3,050 -300 -1,830 0 -6,100

60,000 60,000 56,000 51,000 48,000 56,000 56,000 50,400 56,000 64,000

-4,000 -4,000 0 5,000 8,000 0 0 5,600 0 -8,000

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円）

差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円）

6,000 6,000 6,000 6,000 4,200 6,000 5,000 6,000 4,200 4,800

-600 -600 -600 -600 1,200 -600 400 -600 1,200 600

16,500 16,500 16,500 16,000 11,550 16,500 13,000 16,500 11,550 13,200

-1,650 -1,650 -1,650 -1,150 3,300 -1,650 1,850 -1,650 3,300 1,650

22,950 24,300 22,140 21,000 18,900 24,300 21,000 20,250 18,900 21,600

-1,350 -2,700 -540 600 2,700 -2,700 600 1,350 2,700 0

31,125 33,800 32,370 31,000 29,050 31,100 31,000 24,900 29,050 33,200

0 -2,675 -1,245 125 2,075 25 125 6,225 2,075 -2,075

42,010 35,670 42,920 41,000 37,700 34,300 41,000 35,960 40,600 46,400

-1,410 4,930 -2,320 -400 2,900 6,300 -400 4,640 0 -5,800

42,010 35,670 50,050 47,000 43,000 34,300 54,000 46,200 53,900 61,600

4,190 10,530 -3,850 -800 3,200 11,900 -7,800 0 -7,700 -15,400

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円） 現況料金（円）

差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円） 差額（円）

6,000 6,000 6,000 6,000 4,200 5,700 5,000 6,000 4,200 4,800

-600 -600 -600 -600 1,200 -300 400 -600 1,200 600

16,500 16,500 16,500 16,000 11,550 15,600 13,000 16,500 11,550 13,200

-1,650 -1,650 -1,650 -1,150 3,300 -750 1,850 -1,650 3,300 1,650

22,950 24,300 21,600 21,000 18,900 22,900 21,000 20,250 18,900 21,600

-1,350 -2,700 0 600 2,700 -1,300 600 1,350 2,700 0

31,125 33,800 31,540 31,000 29,050 29,000 31,000 23,660 29,050 33,200

-2,075 -4,750 -2,490 -1,950 0 50 -1,950 5,390 0 -4,150

37,370 35,670 41,760 39,000 37,700 30,300 41,000 32,480 40,600 46,400

330 2,030 -4,060 -1,300 0 7,400 -3,300 5,220 -2,900 -8,700

37,370 35,670 46,200 42,000 43,000 30,300 54,000 43,120 53,900 61,600

8,830 10,530 0 4,200 3,200 15,900 -7,800 3,080 -7,700 -15,400

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 ３歳未満児

階層区分 定　　　　　　義
基準額
（円）

案(円） 軽減率（％）

各町村差額（現況保育料-案）

第１階層
生活保護法による非保護世帯

（単級世帯を含む）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第２階層 第１階層及び第４～第７階層を除き、前年度
分の市町村民税の額が次の区分に該当す
る世帯

市町村民税非課税世帯 9,000 8,100 10.00%

第３階層 市町村民税課税世帯 19,500 17,550 10.00%

30,000

第６階層
１６０，０００円以上
４０８，０００円未満

61,000

24,000 20.00%

第５階層
６４，０００円以上
１６０，０００円未満

44,500 35,600 20.00%

第４階層

第１階層を除き、前年度分の所得税課税世
帯であって、その所得税の額の区分が次の
区分に該当する世帯

６４，０００円未満

42,700 30.00%

第７階層 ４０８，０００円以上 80,000 56,000 30.00%

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 ３歳児

階層区分 定　　　　　　義
基準額
（円）

案(円） 軽減率（％）

各町村差額（現況保育料-案）

第１階層
生活保護法による非保護世帯

（単級世帯を含む）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第２階層 第１階層及び第４～第７階層を除き、前年度
分の市町村民税の額が次の区分に該当す
る世帯

市町村民税非課税世帯 6,000 5,400 10.00%

第３階層 市町村民税課税世帯 16,500 14,850 10.00%

27,000

第６階層
１６０，０００円以上
４０８，０００円未満

58,000

21,600 20.00%

第５階層
６４，０００円以上
１６０，０００円未満

41,500 31,125 25.00%

第４階層

第１階層を除き、前年度分の所得税課税世
帯であって、その所得税の額の区分が次の
区分に該当する世帯

６４，０００円未満

40,600 30.00%

第７階層 ４０８，０００円以上 77,000 46,200 40.00%

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 ３歳以上児

階層区分 定　　　　　　義
基準額
（円）

案(円） 軽減率（％）

各町村差額（現況保育料-案）

第１階層
生活保護法による非保護世帯

（単級世帯を含む）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第２階層 第１階層及び第４～第７階層を除き、前年度
分の市町村民税の額が次の区分に該当す
る世帯

市町村民税非課税世帯 6,000 5,400 10.00%

第３階層 市町村民税課税世帯 16,500 14,850 10.00%

27,000

第６階層
１６０，０００円以上
４０８，０００円未満

58,000

21,600 20.00%

第５階層
６４，０００円以上
１６０，０００円未満

41,500 29,050 30.00%

第４階層

第１階層を除き、前年度分の所得税課税世
帯であって、その所得税の額の区分が次の
区分に該当する世帯

６４，０００円未満

37,700 35.00%

第７階層 ４０８，０００円以上 77,000 46,200 40.00%

栗原地域合併協議会
資料訂正　築館町保育料第５階層現況料金と差額（３歳児未満）誤：現況料金33,375円　　差額　2,225円　　　　　　↓正：現況料金33,370円　　差額　2,230円（３歳児）誤：現況料金31,125円　　差額　0円　　　　　　↓正：現況料金31,120円　　差額　0円※条例施行の場合、10円未満は切り捨てられます。（３歳児以上）誤：現況料金31,125円　　差額－2,075円　　　　　　↓正：現況料金31,120円　　差額－2,070円H16.3.31訂正

栗原地域合併協議会
資料訂正　金成町保育料第４階層現況料金と差額（３歳児未満）誤：現況料金23,000円　　差額　1,000円　　　　　　　↓正：現況料金26,700円　　差額　－2,700円H16.3.31訂正



協議第３０号 
 

保健関係事業について 
 
 保健関係事業について、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                       栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

保健関係事業について 

 
保健関係事業については、新市においても実施するものとし、次のとおり

調整する。 
（１）母子保健事業について 
  ①母子手帳の交付等については、合併時までに調整する。 
  ②妊婦健診委託については、合併時までに調整する。 
  ③乳幼児健診については、対象月齢を３～４ヶ月児、１０～１１ヶ月児に

統一するものとし、その他の内容については合併時までに調整する。 
  ④１歳６ヶ月児健診については、対象月齢を１歳６ヶ月児に統一するもの

とし、その他の内容については合併時までに調整する。 
  ⑤３歳児健診については、対象月齢を３歳６ヶ月児に統一するものとし、

その他の内容については合併時までに調整する。 
  ⑥産婦、新生児訪問指導については、対象を初産婦、第１子、ハイリスク

（未熟児、妊娠中毒症等）に統一するものとし、その他の内容について

は合併時までに調整する。 
  ⑦乳児健診委託については、若柳町の例により合併時までに調整する。 
（２）予防接種事業について 
  ①ポリオ予防接種については、対象月齢を生後３月～９０月未満に統一す

るものとし、その他の内容については合併時までに調整する。 
②三種混合ワクチン接種については、対象月齢を生後３月～９０月未満に

統一するものとし、接種方法は、個別接種の方向で合併時までに調整す

る。その他の内容については合併時までに調整する。 
 



③ツベルクリン・ＢＣＧについては、対象月齢を生後３月～４歳未満に統

一するものとし、接種方法は、集団接種の方向で合併時までに調整する。

委託先については、病気の特性を考慮し、専門機関に統一する方向で合

併時までに調整する。 
④麻疹、風疹予防接種については、対象月齢を生後１２月～９０月未満に

統一するものとし、接種方法は、個別接種の方向で合併時までに調整す

る。その他の内容については合併時までに調整する。 
⑤日本脳炎については、対象月齢を１期生後６月～９０月、２期９歳～１

３歳未満、３期１４歳・１５歳に統一するものとし、接種方法は、全て

個別接種の方向で合併時までに調整する。その他の内容については合併

時までに調整する。 
⑥二種混合ワクチン接種については、対象月齢を１１歳・１２歳に統一す

るものとし、接種方法は、個別接種の方向で合併時までに統一する。そ

の他の内容については合併時までに調整する。 
⑦インフルエンザ予防接種については、現行のとおり新市に引き継ぐもの

とする。 
⑧各種予防接種に伴う個人負担金については、現行のとおりとする。 

（３）老人保健事業（教育等）について 
  ①訪問指導については、対象者の需要に迅速に対応することが望ましいこ

とから、委託等も含め合併時までに調整する。 
  ②個別健康教育については、委託等も含め合併時までに調整する。 

③機能訓練については、対象を疾病・負傷等により心身の機能が低下して

いるものに統一する。その他の内容については合併時までに調整する。 
（４）老人保健事業（検診）について 
  ①基本健康診査、胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診に

ついては、対象年齢を３０歳以上に統一するものとし、その他の内容に

ついては合併時までに調整する。 
  ②子宮がん検診については、対象年齢は現行のとおりとし、その他の内容

については合併時までに調整する。 
  ③骨密度検査については、対象年齢を４０歳と５０歳の女性に統一するも

のとし、その他の内容については合併時までに調整する。 
  ④前立腺がん検診については、対象年齢を４０歳以上に統一するものとし、

その他の内容については合併時までに調整する。 
  ⑤Ｃ型肝炎検診（節目検診）については、対象年齢は現行のとおりとし、

その他の内容については合併時までに調整する。 
   



⑥Ｃ型肝炎検診（節目外検診）については、対象を築館町の例により統一

するものとし、その他の内容については合併時までに調整する。 
  ⑦脳ドック検診については、新市において調整するものとする。 
  ⑧総合検診については、対象年齢を３０歳～６９歳に統一するものとし、

その他の内容については合併時までに調整する。 
  ⑨各種検診に伴う個人負担金は、検診費用の３割を原則とし、新市におい

て速やかに調整する。 
（５）健康づくり推進事業について 
  ①健康づくり推進協議会及び保健推進員については、組織等の調整も含め

それぞれ合併時までに調整する。 
（６）精神保健事業について 

①精神障害者小規模作業所運営事業については、現行のとおり新市に引き

継ぐものとし、全施設、全域で利用できるように調整する。ただし、対

象者、指導員報酬額については合併時までに調整する。 
 

平成  年  月  日確認 



関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

交付方法 定期 随時 随時 随時 随時 随時 随時 定期 随時 随時
月４回（毎週月曜日） 月４回（毎週月曜日）
午前８時３０分～１２時 ８：３０～１１：３０

個別指導 有（保健・栄養） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養・歯科） 有（保健・栄養） 有（保健・栄養）
食生活について

妊娠届後町民生活課 アンケート実施
付併せてアンケート配
布、記入後保健福祉課
へ誘導

体制 保健師 栄養士 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師
栄養士 町民生活課事務担当 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士

歯科衛生士 で在庁しているもの 看護師
で在庁しているもの が対応 で在庁しているもの
が対応 が対応

委託先 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会

岩手県立磐井病院と契 岩手県立磐井病院と契

約一関市内の医療機関 約一関市内の医療機関

も利用可能。一関市医師 も利用可能。県立病院

師会と宮城県医師会が 除く

契約

委託料 ①妊娠前期　６，９４８円

（事務費 （Ｂ型肝炎検査を含む） 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ

含む） ②妊娠後期　６，５０８円

（Ｂ型肝炎検査を含まな
い）

③３５歳以上の超音波

検査　　　　　　５，５００円

④精密検査　本人負担

回数 前期・後期　各１回 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 　築館町に同じ 前期・後期　各２回

各1回と追加2回

対象 ①３～４ヶ月児 ①３～５ヶ月児 ①３～４ヶ月児 ①３～４ヶ月児 ①３～５ヶ月児 ①２～３ヶ月児 ①１～１２ヶ月児 ①３～４ヶ月児 ①1・3・6・9ヶ月・2歳6ヶ ①３ヶ月児～１歳児
②１１～１２ヶ月児 ②１１～１２ヶ月児 ②９～１０ヶ月児 月児

回数（年） ６ 回 ６ 回 １２ 回 ６ 回 ４ 回 ６ 回 ６ 回 ①②各６ 回 １２ 回 ６ 回
（同日開催）

対象 1歳6ヶ月～1歳7ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳8ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳9ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳9ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳8ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳7ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳9ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳8ヶ月児 1歳6ヶ月児 1歳6ヶ月～1歳9ヶ月児

回数（年） ６ 回 ６ 回 ７ 回 ３ 回 ４ 回 ６ 回 ３ 回 ４ 回 １２ 回 ３ 回
（乳幼児健診と同日 （乳幼児健診と同日
実施） 実施）

対象 3歳6ヶ月～3歳7ヶ月児 3歳4ヶ月～3歳6ヶ月児 3歳5ヶ月～3歳6ヶ月児 3歳6ヶ月～3歳9ヶ月児 3歳6ヶ月～3歳8ヶ月児 3歳6ヶ月～3歳9ヶ月児 3歳3ヶ月～3歳8ヶ月児 3歳6ヶ月～3歳8ヶ月児 3歳5ヶ月～3歳7ヶ月児 3歳5ヶ月～3歳7ヶ月児

回数（年） ６ 回 ６ 回 １２ 回 ３ 回 ４ 回 ３ 回 ２ 回 ４ 回 ４ 回 ３ 回

　⑤３歳児健診については、対象月齢を３歳６ヶ月児に統一するものとし、その他の内容については合併時までに調整する。

　⑥産婦、新生児訪問指導については、対象を初産婦、第１子、ハイリスク（未熟児、妊娠中毒症等）に統一するものとし、その他の内容については

　　合併時までに調整する。

　⑦乳児健診委託については、若柳町の例により合併時までに調整する。

　対象月齢を１歳６ヶ月児に統一
するものとし、その他の内容につ

　対象月齢を３歳６ヶ月児に統一

①母子手帳の交付等については、合併時までに調整する。

②妊婦健診委託については、合併時までに調整する。

③乳幼児健診については、対象月齢を３～４ヶ月児、１０～１１ヶ月児に統一するものとし、その他の内容については合併時までに

   調整する。

するものとし、その他の内容につ
いては合併時までに調整する。

いては合併時までに調整する。

　対象月齢を３～４ヶ月児、１０～
１１ヶ月児に統一するものとし、そ
の他の内容については合併時ま
でに調整する。

　合併時までに調整する。

⑤３歳児健診

④１歳６ヶ月児健診については、対象月齢を１歳６ヶ月児に統一するものとし、その他の内容については合併時までに調整する。

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

調整方針・調整内容

協　議　項　目

○母子保健事業
①母子手帳の交付

③乳幼児健診

栗原地域合併協議会の調整内容

協　　定　　項　　目

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-1

母子保健事業保健関係事業

調　整　方　針（案）

　合併時までに調整する。

②妊婦健診委託

④１歳６ヶ月児健診



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 第1子の新生児及び産婦 妊産婦（初産及び産後１ 初産婦、第１子、希望者 町内に住所を有する産 初産婦及び第１子の 産後１ヶ月以内の産婦、 生後２８日以内の児とそ 初産婦、第１子、ハイリス 生後２８日以内の産婦と 出産・出生して２８日以
母子手帳交付時または、 年を経過しない者、また ハイリスク 婦、新生児（概ね１ヶ月 新生児 及び、新生児 の産婦 ク希望者 新生児 内の産婦・新生児全て
以前の経過で把握された は、生活環境上必要と 以内） その他（ハイリスク、
ハイリスクと判断された産 する者等）新生児（第１ 希望者）

婦 子、必要と認めた児）

回数 １回 １回 １回 １回 １回 １回 １回 １回 １回 １回

時期 生後２８日以内 生後２８日以内 生後２８日以内 概ね１ヶ月以内 生後２８日以内 生後２８日以内 生後２８日以内 生後２８日以内 生後２８日以内 生後２８日以内

委託先 栗原中央病院 栗原中央病院 栗原中央病院 委託なし 委託なし 在宅助産師 在宅保健師 在宅助産師 在宅助産師 委託なし

及び金額 ②在宅助産師 栗原中央病院
新生児　１件３，０００円 新生児　１件３，０００円 ①新生児　１件３，０００円 新生児　１件３，０００円 １件　５，０００円 新生児　１件３，０００円 １件　４，５００円
産婦　　１件３，０００円 産婦　　１件３，０００円 　　産婦　　１件３，０００円 産婦　　　１件３，０００円 産婦　　１件３，０００円

交通費　　　２４０円 　　交通費　　　２８０円
②１件　６，４００円 委託先及び金額

対象 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児 ①２ヶ月児
②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児 ②８～９ヶ月児

委託先 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会 宮城県医師会
及び
委託料 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円 乳児１人　５，５０８円
（事務費
含む）

調　整　方　針（案）

　若柳町の例により合併時までに
調整する

については合併時までに調整
する。

統一するものとし、その他の内容

　対象を、初産婦、第１子、ハイリ
スク（未熟児、妊娠中毒症等）に

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-2

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

⑦乳児健診委託

協　議　項　目

⑥産婦・新生児訪問指導



関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後4～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満

方法 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種 ・集団接種

委託先 町内医療機関 町内医療機関 町内医療機関 国保診療所 町内医療機関 国保診療所 町医院 町内医療機関 町内医療機関 診療所
及び金額 医   師　 43,700円 医   師　 38,500円 医   師　 38,500円 医   師　 38,500円 医   師　 38,500円 4,284円/１人 22,000円/１回 医   師　 38,500円 医   師　2,105円×人 15,000円/１回

看護師　 　4,000円 看護師　 　4,000円 看護師　 　4,000円 看護師　 　4,000円 看護師　 　4,000円 看護師　 　4,000円 看護師　4,000円

回数（年） ４　回 ４　回 ２　回 ２　回 ２　回 ６　回 ２　回 ２　回 ２　回 ２　回

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

対象 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後4～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満 生後3～90月未満

方法 個別接種 個別接種 個別接種 個別接種 集団接種 個別及び集団接種 集団接種 個別接種 個別接種 集団接種

委託先 ほそや小児科 町内医療機関 ほそや小児科 佐藤内科小児科 町内医療機関 瀬峰町国民健康保険 町医院 町内及び隣接町の 三浦医院 　　花山村国保診療所
佐藤内科小児科 登米郡医療機関一部 岩渕医院 高清水町国保診療所 診療所 ５医療機関 志波姫診療所
達内科 （特別な理由のある者） 若柳国保病院 古川民主病院 迫町３医療機関（個別） 若柳町国保病院
栗原中央病院小児科 （特別な理由のある者） ・委託先 栗原中央病院

委託料 乳幼児5,140円 開業医 瀬峰町国保診療所 町内医療機関
乳幼児 　3,550円 ６，９１０円/１件 乳幼児　　5,140円 医   師  38,500円 　　　　　　5,830円 ２２，０００円/１回 ６，９１０円/１件 　　　　3,460円/１件 １５，０００円/１回
学童　　  2,830円 看護師  　4,000円 若柳町国保病院
ワクチン　1,400円/人 高清水町国保診療所 迫町３医療機関 　　　　6,910円/１件

　　　　　　　5,750円 　　　　　　6,764円 栗原中央病院
若柳国保病院 　　　　4,960円/１件
ワクチン込み 小学生　 　4,204円
　　　　　　4,990円/人 幼児　　　　4,474円 【追加】　集団接種

乳児　　　　4,554円 医師 　 2,105円×人数
看護師 　4,000円/1回

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

対象 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後5月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満 生後3月～4歳未満

方法 集団接種 集団接種 集団接種 集団接種 集団接種 個別及び集団接種 集団接種 集団接種 集団接種 集団接種
個別接種（未接種者）

委託先 集団　結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 成人病予防協会 集団 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 花山村国保診療所

個別　ほそや小児科 個別 迫町３医療機関 希望者　若柳国保病院
　　　　達内科小児科 　　　　　栗原中央病院
　　　　佐藤内科小児科
　　　　栗原中央病院

委託料
集団 ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/件 ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/ ツベルクリン1,000円/ １５，０００円/１回

BCG　 　　　3,500円/ BCG　 　　　3,500円/ BCG　 　　　3,500円/ BCG　 　　　3,500円/ BCG  　　　3,000円/件 BCG  　　　3,500円/ BCG  　　　3,500円/ BCG  　　　3,５00円/ BCG　 　　　3,000円/
個別 ツベルクリン4,077円/

BCG　 　　　5,118円/

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

　③ツベルクリン・ＢＣＧについては、対象月齢を生後３月～４歳未満に統一するものとし、接種方法は、集団接種の方向で合併時

　　 併時までに調整する。その他の内容については合併時までに調整する。

　⑤日本脳炎については、対象月齢を１期生後６月～９０月、２期９歳～１３歳未満、３期１４歳・１５歳に統一するものとし、接種方法は、全て個別接種の

　　方向で合併時までに調整する。その他の内容については合併時までに調整する。

　⑥二種混合ワクチン接種については、対象月齢を１１歳・１２歳に統一するものとし、接種方法は、個別接種の方向で合併時までに調整する。その他の

　　内容については合併時までに調整する。

　⑦インフルエンザ予防接種については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

　　 までに調整する。委託先については、病気の特性を考慮し、専門機関に統一する方向で合併時までに調整する。

　④麻疹、風疹予防接種については、対象月齢を生後１２月～９０月未満に統一するものとし、接種方法は、個別接種の方向で合

調　整　方　針（案）

　対象月齢を生後３月～９０月未
満に統一するものとし、その他の
内容については合併時までに調
整する。

　対象月齢を生後３月～９０月未
満に統一するものとし、接種方法
は、個別接種の方向で合併時
までに調整する。その他の内容
については合併時までに調整
する。

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

調整方針・調整内容

　⑧各種予防接種に伴う個人負担金については、現行のとおりとする。

　①ポリオ予防接種については、対象月齢を生後３月～９０月未満に統一するものとし、その他の内容については合併時までに

     調整する。

　②三種混合ワクチン接種については、対象月齢を生後３月～９０月未満に統一するものとし、接種方法は、個別接種の方向で合

　　併時までに調整する。その他の内容については合併時までに調整する。

栗原地域合併協議会の調整内容

協　　定　　項　　目

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-1

予防接種事業保健関係事業

協　議　項　目

○予防接種事業
①ポリオ予防接種

②三種混合ワクチン接種

③ツベルクリン・ＢＣＧ 　対象月齢を生後３月～４歳未満
に統一するものとし、接種方法は
集団接種の方向で合併時までに
調整する。委託先については、
病気の特性を考慮し、専門機関
に統一する方向で合併時までに
調整する。



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村
対象 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後13～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満

方法 個別接種 個別接種 個別接種 個別接種 個別接種 個別及び集団接種 集団接種 個別接種 個別接種 集団接種

委託先 ほそや小児科 町内医療機関 ほそや小児科 佐藤内科小児科 宮城島クリニック 瀬峰町国民健康保険 町医院 町内医療機関 三浦医院 花山村国保診療所
達内科小児科 登米郡医療機関一部 岩渕医院 高清水町国保診療所 一迫内科クリニック 診療所 隣接町の５医療機関 志波姫診療所
佐藤内科小児科 （特別な理由のある者） 古川民主病院 たまがけ医院 迫町３医療機関（個別） 若柳町国保病院
栗原中央病院 栗原中央病院

委託料 6,380円/人 開業医 6,380円/人 乳幼児　　6,380円 3,230円/人 国保診療所 22,000円/１回 6,940円/人 町内医療機関 15,000円/１回
乳幼児 　3,550円 　8,750円/人 　　　　3,460円/１件
学童　　  2,830円 高清水町国保診療所 若柳町国保病院
ワクチン　2,660円/人 小学生　 　5,380円 迫町３医療機関 　　　　6,940円/１件

幼児　　　　5,650円 　8,672円/人 栗原中央病院
若柳国保病院 乳児　　　　5,730円 　　　　6,380円/１件
ワクチン込み 【追加】　集団接種
　　　　　　6,220円/人 医師 　 2,105円×人数

看護師 　4,000円/1回

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

対象 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後17～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満 生後12～90月未満

方法 個別接種 個別接種 個別接種 個別接種 個別接種 個別及び集団接種 集団接種 個別接種 個別接種 集団接種

委託先 ほそや小児科 町内医療機関 ほそや小児科 佐藤内科小児科 宮城島クリニック 瀬峰町国民健康保険 町医院 町内医療機関 三浦医院 花山村国保診療所
達内科小児科 登米郡医療機関一部 岩渕医院 高清水町国保診療所 一迫内科クリニック 診療所 隣接町の５医療機関 志波姫診療所
佐藤内科小児科 （特別な理由のある者） 古川民主病院 たまがけ医院 迫町３医療機関（個別） 若柳町国保病院
栗原中央病院 栗原中央病院

委託料 幼児　6,380円/人 開業医 6,380円/人 乳幼児　　6,390円 3,330円/人 国保診療所 22,000円/１回 6,940円/人 町内医療機関 15,000円/１回
児童生徒　5,670円/人 乳幼児 　3,550円 児童       5,670円 　8,750円/人 　　　　3,460円/１件

学童　　  2,830円 若柳町国保病院
ワクチン　2,650円/人 高清水町国保診療所 迫町３医療機関 　　　　6,940円/１件

小学生　 　5,390円 乳幼児  　8,672円/人 栗原中央病院
若柳国保病院 幼児　　　　5,660円 90月以上 7,952円/人 　　　　6,380円/１件
ワクチン込み 乳児　　　　5,740円
　　　　　　6,220円/人

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

対象
１期 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満 生後６～９０月未満
２期 小学校４年 小学校４年 小学校４年 小学校４年 小学校４年 小学校４年 小学校４年 小学校３年 小学校４年 小学校４年
３期 中学校２年 中学校２年 中学校３年 中学校２年 中学校２年 中学校２年 中学校３年 中学校２年 中学校３年 中学校２年

方法
１期 個別接種 個別接種 個別接種 個別接種 集団接種 個別及び集団接種 集団接種 個別接種 集団接種 集団接種
２期 集団接種 集団接種 集団接種 個別接種 集団接種 個別及び集団接種 集団接種 集団接種 集団接種 集団接種
３期 集団接種 集団接種 集団接種 個別接種 集団接種 個別及び集団接種 集団接種 集団接種 集団接種 集団接種

委託先
１期 ほそや小児科 町内医療機関 町内２医療機関 佐藤内科小児科医院 町内医療機関 瀬峰町国民健康保険 町医院 町内医療機関 希望者は、町外医療機 　花山村国保診療所

達内科小児科 高清水町国保診療所 診療所 隣接町の５医療機関 関（若柳町国保病院、
佐藤内科小児科 古川民主病院 迫町３医療機関（個別） 栗原中央病院）での接
栗原中央病院 種も可

２・３期 町内医療機関 国保診療所 町医院 若柳国保病院 　花山村国保診療所
高橋ハートクリニック 栗原中央病院

委託料
１期 4,890円/人 開業医 6,000円/人 　乳幼児　４，８９０円 医師 　　38,500円 国保診療所 ２２，０００円/１回 ６，６５０円/人 医師   2,105円×人数 １５，０００円/１回

乳幼児　3,550円 　　　　　　　６，１３０円 看護師 　4,000円 　　5,695円/人 看護師　4,000円
学童　 　2,830円 　児童生徒４，１７０円 迫町３医療機関
ワクチン　2,400円/2人 　　　　　　　５，１５０円 　　6,980円/人
若柳国保病院 　高清水町国保診療所
乳幼児　　4,900円 　小中学生　４，０３４円
学童　　　4,180円 　幼児　４，３０４円
　（ワクチン込み） 　乳児　４，３８４円

２・３期 医師　　　43,700円 医師　　　38,500円 医師　　　38,500円 医師 　　38,500円 国保診療所 ２２，０００円/１回 医師 　　38,500円 医師   2,105円×人数 １５，０００円/１回
看護師　　4,000円 看護師　　4,000円 看護師　　4,000円 看護師 　4,000円 　　30,000円/１回 看護師 　4,000円 看護師　4,000円
個別児童生徒 高橋ハートクリニック
　　　　　　　４，１７０円 　　35,000円/１回 若柳町国保病院

　６，６５０円
栗原中央病院
　６，１６０円

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

　対象月齢を１期生後６月～９０月
２期９歳～１３歳未満、３期１４歳・
１５歳に統一するものとし、接種方
法は、全て個別接種の方向で合
併時までに調整する。その他の
内容については合併時までに
調整する。

　対象月齢を生後１２月～９０月未
満に統一するものとし、接種方法
は、個別接種の方向で合併時
までに調整する。その他の内容
については合併時までに調整
する。
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調　整　方　針（案）

　対象月齢を生後１２月～９０月未
満に統一するものとし、接種方法
は、個別接種の方向で合併時ま
でに調整する。その他の内容に
ついては合併時までに調整
する。

⑤風疹予防接種

⑥日本脳炎

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目
④麻疹予防接種



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村
対象 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生 小学６年生

方法 集団接種　富小１ヶ所 集団接種 集団接種 個別接種 集団接種 個別及び集団接種 集団接種 集団接種 集団接種 集団接種
個別接種　病院

委託先 佐藤内科小児科 　町内医療機関 町内医師 佐藤内科小児科医院 町内医療機関 町内２医療機関 町医院 花山村国保診療所
達内科小児科 高清水町国保診療所 迫町３医療機関
ほそや小児科 古川民主病院

委託料 3,680円/人 医師　　　38,500円 医師　　　38,500円 児童生徒 医師 　　38,500円 国保診療所 22,000円/１回 医師 　　38,500円 医師   2,105円×人数 15,000円/１回
看護師　　4,000円 看護師　　4,000円 　３，６８０円 看護師 　4,000円 　　30,000円/１回 看護師 　4,000円 看護師　4,000円

　４，９２０円 高橋ハートクリニック
　３，７５２円 　　35,000円/１回

迫町３医療機関
　　　5,905円/人

個人負担 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

対象
町内に住所を有する者
①接種日において６５
歳以上の希望する者
②接種日において６０
歳以上６５歳未満の者
であって、心臓、腎臓
若しくは呼吸器の機能
又はヒト免疫機能に障
害を有する者で自己
の身辺の日常生活活
動が極度に制限され
る程度、又は、日常生 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ
活がほとんど不可能な
障害を有する者

方法 個別接種

委託先 栗原郡内の医療機関

委託料 ３，０００円

個人負担 各医療機関での接種
料金から町が負担す
る１，０００円を引いた額
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　現行のとおり新市に引き継ぐ
ものとする。

　対象月齢を１１歳・１２歳に統一
するものとし、接種方法は、個別
接種の方向で合併時までに調整
する。その他の内容については
合併時までに調整する。

調　整　方　針（案）
参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目
⑦二種混合ワクチン接種

⑧インフルエンザ予防
接種



関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 町内在住の町民で、心
身の状況、その置かれ
ている環境等に照らし
て療養上の保健指導 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ
が必要であると認めら
れる者
①健康診査の要指導者等

②個別健康教育対象
③閉じこもり予防
④介護家族者
⑤寝たきり者
⑥痴呆老人
⑦その他

方法
回数 対象者の状態に応じて 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ

内容・訪問頻度を決め
る

内容 ①家族における療養方 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ 築館町に同じ
　法等に関する指導
②介護を要する状態に
　ることの防止に関する
　指導
③家庭における機能訓
練方法、住宅改造、福
祉用具の使用に関す
指導
④家族介護を担う者の
健康管理に関する指
⑤生活習慣病の予防
　に関する指導
⑥関係諸制度の活用
　法等に関する指導
⑦痴呆に対する正しい
　知識等に関する指導

委託先 対象⑤について 山王地域リハビリセン 臨時看護師 在宅栄養士・看護師
山王地域リハビリセン ター
ター

委託料 25,820円/半日 25,400円/半日 7,000円/日 6,300円/１回

実施領域 高血圧 高脂血症 高脂血症 高血圧 高脂血症 高脂血症 高脂血症 高脂血症 高脂血症 高脂血症

耐糖能異常 高脂血症 耐糖能異常 耐糖能異常 耐糖能異常
耐糖能異常

方法 マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり マニュアルどおり
集団指導含 集団指導含 集団指導含 集団指導含

体制 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師
栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士 栄養士
在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士 在宅栄養士

医師 運動指導士 医師
運動指導士

委託先 栗原中央病院 成人病予防協会 栗駒国保病院 国保診療所 成人病予防協会 瀬峰国保診療所 国保鶯沢町医院 成人病予防協会 町内医療機関 花山診療所

委託料 2,300円×人数×回数 高脂血症 2,490円×人数×回数 高血圧 高脂血症 1,500円×人数×回数 高脂血症 高脂血症 高脂血症 高脂血症
1,450円×人数×回数 710円×人数×回数 1,450円×人数×回数 690円×人数×回数 1,450円×人数×回数 1,450円×人数×回数 710円×人数×回数
耐糖能異常 高脂血症 耐糖能異常 耐糖能異常 耐糖能異常
1,410円×人数×回数 2,190円×人数×回数 1,410円×人数×回数 910円×人数×回数 1,410円×人数×回数

耐糖能異常
3,710円×人数×回数

　①訪問指導については、対象者の需要に迅速に対応することが望ましいことから、委託等も含め合併時までに調整する。

　②個別健康教育については、委託等も含め合併時までに調整する。

　③機能訓練については、対象を疾病・負傷等により心身の機能が低下しているものに統一する。その他の内容については合併時までに調整する。

する。
　委託等も含め合併時までに調整

調　整　方　針

　対象者の需要に迅速に対応
することが望ましいことから委託
等も含め合併時までに調整する。

②個別健康教育

協　議　項　目

①訪問指導

栗原地域合併協議会の調整内容

協　　定　　項　　目
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老人保健事業（教育等）保健関係事業

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

○老人保健事業

調整方針・調整内容



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 脳血管障害者 該当なし 外傷や脳血管疾患等 脳血管障害者 在宅の脳血管障害者 脳血管障害者 町に住所を有する４０ 脳血管障害者など身 脳血管障害やその他 ①老化等により心身機
で機能が低下し、リハ 難病者で町内に在住 歳以上の者で、疾病 に障害のある者とその の身体障害により、心 が低下している者
ビリが必要と思われる する４０歳以上の者で、 外傷その他の原因に 家族 身機能が低下している 家族や地域の中で閉
者 本人又は家族が参加 よる身体又は低下に 者 じこもりがちな者等

を希望し、医師の許可 対する訓練を行う必要 家族や地域の中で、閉 ②脳血管障害者
を得た者 がある者で、機能訓練 じこもりがちな者　等

参加者 以上の者で機能訓練
希望する者

回数 毎月１～２回 月１回 毎月１回 月１回 月１回 月１回 年９回 毎月１回 月１回

内容 受付、血圧測定、自己 受付、血圧測定、近況 受付、血圧測定、保健 ①受付、血圧測定、はじ 受付、血圧測定、月毎 送迎、血圧測定、体操 送迎、血圧等ヘルス 理学療法士による生活 ①転倒予防教室、機能
紹介、歌、体操、レクリ 報告、体操、運動指導 指導、その月の活動、 まりの歌、個別機能訓練 の行事（学習会、歌、 レクリェーション、理学 チェック、会の歌、体操 動作訓練指導 　評価、サービス利用
エーション、昼食会 等、理学療法士による 減塩食（栄養士、食生 体操、レクリェーション 体操、レクリェーション 療法士によるリハビリ指 レクリェーション、体力 （年1～2回） 　啓発、住宅改修、リハ

運動体力測定と機能 活改善推進員により） 他町との交流会など 茶話会等） 導（委託事業年４回の 測定など 自己紹介、レクリェー 　ビリ体操外
訓練プログラムの作成 昼食を試食 移動研修、創作活動 年１回は、理学療法士 うち１回） レクリェーション、体力 ション、作品製作 ②血圧測定、レクリェー

※花見、花作りなどの に依頼して、個別の機 機能訓練委託事業 測定,調理実習、生活訓 その他季節に応じた 　ション、健康相談
野外活動が年２～３回 ②個別訪問指導 能評価をしてもらうこと （理学療法士の指導） 練など 行事など 　交流会外

　希望時、不定期 で、対象者のリハビリ ※小旅行や花見総会 　（年３回）
訓練への取組みを支 機能評価、リハビリプロ など外出することもあ
援している グラムの作成、介護用 る

品、住宅改修の助言指
導等

体制 保健師 理学療法士について 保健師 委託理学療法士 委託理学療法士 機能訓練Ａ型 ４回／年は理学療法士 理学療法士 委託理学療法士
在宅保健師 委託契約・・山王リハビ 栄養士 町保健師 保健師 保健師 と契約（山王） 保健師 保健師
ボランティア リセンター 看護士（町、雇い上げ） 看護師 在宅保健師 保健師 栄養士 内容によりスタッフ

保健師 看護師（町、雇い上げ） 栄養士 委託理学療法士 栄養士 臨時雇 変わる
在宅看護師 ボランティア 食生活改善推進員 介護協力員

②委託理学療法士 機能訓練委託事業 （保健推進員）
町保健師 保健師 運転協力員

（ボランティア）

合併時までに調整する。

　対象を疾病・負傷等により
心身の機能が低下している
者に統一する。
　その他の内容については

調　整　方　針

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目

③機能訓練
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関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ３５歳以上 ３５歳以上 ３０歳以上 ４０歳以上

体制 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合
　胃がん検診 　胃がん検診 　胃がん検診

　大腸がん検診 　大腸がん検診 　大腸がん検診

　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診

　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診

　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診

　C型肝炎節目外検診 　C型肝炎節目外検診 　C型肝炎節目外検診 　C型肝炎節目外検診

　骨密度検査 　骨密度検査

委託先 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 結核予防会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 結核予防会

対象 ３５歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ３５歳以上 ４０歳以上 ３５歳以上 ３５歳以上 ３５歳以上 ３０歳以上 ４０歳以上

体制 単独 単独 単独 単独 複合 単独 単独 単独 複合 単独
複合 　基本健康診査 　基本健康診査

　基本健康診査 　大腸がん検診 　大腸がん検診

　大腸がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診

　肺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診

　前立腺がん検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診

　C型肝炎節目検診

委託先 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会

精密検査 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会
医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関

対象 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ４０歳以上 ３５歳以上 ３５歳以上 ３０歳以上 ４０歳以上

体制 複合 単独 単独 単独 複合 単独 単独 複合 複合 単独
　基本健康診査 　基本健康診査 　肺がん検診 　基本健康診査

　胃がん検診 　胃がん検診 　胃がん検診

　肺がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診

　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診

　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診

委託先 仙台オープン病院 宮城県対がん協会 宮城県医師会健康 宮城県対がん協会 成人病予防協会 宮城県対がん協会 仙台オープン病院 仙台オープン病院 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会
センター

精密検査 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先
医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関

　対象年齢を３０歳以上に統一す
るものとし、その他の内容につい
ては合併時までに調整する。

調整方針・調整内容

　①基本健康診査、胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診については、対象年齢を３０歳以上に統一するもの

　　 とし、その他の内容については合併時までに調整する。

　③骨密度検査については、対象年齢を４０歳と５０歳の女性に統一するものとし、その他の内容については合併時までに

　　 調整する。

　②子宮がん検診については、対象年齢は現行のとおりとし、その他の内容については合併時までに調整する。

　⑤Ｃ型肝炎検診（節目検診）については、対象年齢は現行のとおりとし、その他の内容については合併時までに調整する。

　④前立腺がん検診については、対象年齢を４０歳以上に統一するものとし、その他の内容については合併時までに調整する。

　⑥Ｃ型肝炎検診（節目外検診）については、対象を築館町の例により統一するものとし、その他の内容については合併時まで

　　 に調整する。

③大腸がん検診

栗原地域合併協議会の調整内容

協　　定　　項　　目

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-1

老人保健事業（検診）保健関係事業

②胃がん検診

協　議　項　目

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

　対象年齢を３０歳以上に統一す
るものとし、その他の内容につい
ては合併時までに調整する。

　対象年齢を３０歳以上に統一す
るものとし、その他の内容につい
ては合併時までに調整する。

調　整　方　針（案）

○老人保健事業

　⑦脳ドック検診については、新市において調整するものとする。

　⑧総合検診については、対象年齢を３０歳～６９歳に統一するものとし、その他の内容については合併時までに調整する。

　⑨各種検診に伴う個人負担金は、検診費用の３割を原則とし、新市において速やかに調整する。

①基本健康診査



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 結核検診を受診した ①４０歳以上で喫煙指 レントゲン検査受検者 レントゲン検査受検者 レントゲン検査受検者 ４０歳以上の検診を希 ４０歳以上の住民 ４０歳以上の結核検診 職場検診や人間ドッグ ①４０歳以上の者
すべての男女 　６００以上の者 で４０歳以上・喫煙指 40歳以上の者 で４０歳以上・喫煙指 望した住民 を受ける者で受検希 検診を受検予定のない ②①＋喫煙指数６００

②６ヶ月以内に血痰の 数６００以上の希望者 数６００以上の希望者 望者（人間ドッグ希望 ３０歳以上の住民 　　以上血痰のある者
　あった者 者を除く）
上記の要件を満たす者
のうち希望者

体制 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合
　基本健康診査   基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査

　胃がん検診 　胃がん検診 　胃がん検診

　大腸がん検診 　大腸がん検診 　大腸がん検診 　大腸がん検診

　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診

　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診

　C型肝炎節目外検診 　C型肝炎節目外検診 　C型肝炎節目外検診 　C型肝炎節目外検診

　骨密度検査

委託先 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会 結核予防会

精密検査 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先
医療機関 医療機関 医療機関 医療機関

対象 ３５歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上

視触診のみ 　３５～３９歳 　３０～３９歳 ３０～３９歳 　３０～３９歳 ３０～３９歳 ３０歳～４９歳、 ３０～３９歳 ３０～３９歳 　３０～３９歳 　３０～３９歳
　７０歳以上 　７０歳以上 ７０歳以上 　７０歳以上 ７０歳以上 ７０歳以上 ７０歳以上 ７０歳以上 　７０歳以上 　７０歳以上

視触診 　４０～６８歳の偶数 　４０～６８歳の偶数 ４０～６８歳の偶数 　４０～６８歳の偶数 ４０～６８歳の偶数 50歳～69歳の奇数 ４０～６８歳の偶数 ４０～６８歳の偶数 　４０～６８歳の偶数 　４０～６８歳の偶数
ﾏﾝﾓ併用 　年齢者 　年齢者 年齢者 　年齢者 年齢者 年齢者 年齢者 年齢者 　年齢者 　年齢者

体制 単独 単独 複合 単独 複合 単独 複合 複合 複合 単独
子宮がん検診 子宮がん検診 子宮がん検診 子宮がん検診 　子宮がん検診

骨密度検査

委託先 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会

精密検査 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先
医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関

対象 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上 ３０歳以上

体制 町内産婦人科で実施 単独 複合 単独 複合 単独 複合 複合 複合 単独
郡内産婦人科で実施 乳がん検診 乳がん検診 乳がん検診 乳がん検診 　乳がん検診
対がん協会の車検診 骨密度検査

委託先 栗原郡医師会 栗原郡医師会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会 宮城県対がん協会
宮城県対がん協会

精密検査 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先 委託先
医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関

対象 ４０歳・５０歳の人間ドッ ４０・５０歳女性 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし ３０歳以上の女性 ４０歳・５０歳の女性 該当なし 20～50歳以下の女性
グ希望する男女 　

体制 複合 複合 複合 複合 単独
　人間ドック 　基本健康診査 子宮がん検診 基本健康診査又は

乳がん検診 人間ドッグ

委託先 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 結核予防会
宮城県対がん協会 宮城県対がん協会

⑤乳がん検診

⑥子宮がん検診

⑦骨密度検査

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-2

　対象年齢を３０歳以上に統一す
るものとし、その他の内容につい
ては合併時までに調整する。

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目

④肺がん検診

調　整　方　針（案）

　対象年齢を４０歳と５０歳の女性
に統一するものとし、その他の内
容については合併時までに調整
する。

　対象年齢は現行のとおりとし、
その他の内容については合併
時までに調整する。

　対象年齢を３０歳以上に統一す
るものとし、その他の内容につい
ては合併時までに調整する。



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

対象 ４０歳以上 ５０歳以上 ４０歳以上 該当なし ５０～７９歳 ５０～６９歳 ５０歳以上 ５０歳以上 ５０歳以上 ４０～６９歳

体制 複合 複合 複合 複合 単独 複合 複合 複合 単独
　基本健康診査 　基本健康診査 基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 基本健康診査 　基本健康診査

　胃がん検診   肺がん検診 単独 　胃がん検診 　肺がん検診 人間ドック 　胃がん検診

　大腸がん検診   Ｃ型肝炎節目検診 　大腸がん検診 　C型肝炎節目検診 　大腸がん検診

　肺がん検診   骨粗鬆症検診 　肺がん検診 　肺がん検診

　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診 　C型肝炎節目検診

委託先 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 宮城県対がん協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 宮城県対がん協会
宮城県対がん協会

精密検査 委託先
栗原中央病院 東北労災病院 東北労災病院 専門の医療機関 委託先 医療機関 栗原中央病院 医療機関 医療機関

栗原中央病院 栗原中央病院

対象 ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０ ４０・４５・５０・５５・６０
６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳 ６５・７０歳

体制 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合 複合
　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査 　基本健康診査

　胃がん検診   肺がん検診 　胃がん検診 　肺がん検診 　肺がん検診 　前立腺がん検診 　胃がん検診 　肺がん検診

　大腸がん検診   前立腺がん検診 　大腸がん検診 　C型肝炎節目外検診 　前立腺がん検診 　大腸がん検診 　C型肝炎節目外検診

　肺がん検診   骨粗鬆症検診 　肺がん検診 　肺がん検診

　前立腺がん検診 　前立腺がん検診 　前立腺がん検診

委託先 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 結核予防会 成人病予防協会 成人病予防協会 成人病予防協会 結核予防会
対がん協会 対がん協会
結核予防会

精密検査 栗原中央病院 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 栗原中央病院 医療機関 医療機関

対象 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常 ４０～７１歳の希望者 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常 ①過去に肝機能異常
を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ を指摘されたことのあ
る者 る者 る者 る者 る者 る者 る者 る者 る者
②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置 ②広範な外科的処置
を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者 を受けたことのある者
又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に 又は妊娠・分娩時に
多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ 多量出血したことのあ
る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に る者であって定期的に
肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて 肝機能検査を受けて
いない者 いない者 いない者 いない者 いない者 いない者 いない者 いない者 いない者
③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお ③基本健康診査にお
いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者 いてＧＰＴ値要指導者

体制 複合①② 単独 複合 単独　②③ 単独 単独 単独 複合 単独
　基本健康診査 　基本健康診査 複合　① 　基本健康診査
単独③ 　結核・肺がん検診

委託先 栗原中央病院 若柳町国保病院 成人病予防協会 成人病予防協会 栗原中央病院 結核予防会 成人病予防協会 地元医療機関 成人病予防協会

精密検査 栗原中央病院 若柳町国保病院 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関
医療機関

⑧前立腺がん検診

⑨Ｃ型肝炎検診
　【節目検診】

⑩Ｃ型肝炎検診
　【節目外検診】

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-3
参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目

　対象を築館町の例により統一
するものとし、その他の内容に
ついては合併時までに調整する。

　対象年齢は現行のとおりとし、
その他の内容については合併時
までに調整する。

　対象年齢を４０歳以上に統一す
るものとし、その他の内容につい
ては合併時までに調整する。

調　整　方　針（案）



築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村
対象 該当なし ４０歳以上７５歳未満 該当なし ４０～６９歳までの国保 該当なし 該当なし ４０～６９歳の国保加入 ５５歳で検診希望者 該当なし 国保加入者４０～６５歳

の住民 加入者 者 までの方、昨年受診し する。
た人は原則として除く。

体制 単独 単独 単独 単独 単独

委託先 財団法人広南会「広南 仙台市　ＮＰＯ法人 栗原中央病院と一関 仙台星陵クリニック 栗原中央病院
病院」 画像医学と脳健診 病院（受診者が選択

する）

精密検査 栗原中央病院は専門 仙台星陵クリニック 医療機関
の医療機関紹介
一関病院は精密検査
ができるが本人の希望
により他の医療機関も
紹介する

対象 40から６９歳までの希望
する住民

1年以上国民健康保険
に加入している住民

30・35・40・45・50・55・
60・65・70・75・80歳の
者

国保加入者で50～69
歳の希望者

40歳 国保加入者の30～65
歳の健康な方

40・50歳の住民 人間ドックを希望する
者
（町の集団検診受験者
　を除く）

職場検診等、他で受検
予定のない人で、町で
定めた節目年齢（40・
44・50・54・60歳）に該
当する住民

国保加入者で40～65
歳までの方
・定期的に通院してい
 る方は原則として除く
・前年度受診者は原則
  として除く
定員２５名

体制 ＪＡ栗っこと連携分と 国民健康保険係が実 単独 単独 単独 単独 ＪＡ栗っこと連携 単独 単独
町単独の2本立てで実施 施、申込みから、通知

、結果管理を行なう
申込みから、通知、結
課管理を行なう

委託先 成人病予防協会 栗駒町国民健康保険病院 宮城県医師会健康センター 宮城県対がん協会 宮城県医師会健康セ 宮城県対がん協会 （財）宮城県対がん協 循環器ドックは宮城県 ①対がん協会
ンター 会 成人病予防協会 ②栗原中央病院

がんドックは宮城県
対がん協会 対がん協会

精密検査 １次　委託先医療機関 栗駒町国民健康保険病院 医療機関 委託先及び医療機関 委託先及び医療機関 宮城県対がん協会 検査機関と希望する医

主治医 及び医療機関 療機関のいずれかを
選択

⑪脳ドック検診 　新市において調整するものと

　対象年齢を３０歳～６９歳に統
一するものとし、その他の内容に
ついては合併時までに調整する。

⑫総合検診（人間ドック）

専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-4
参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目 調　整　方　針



協議第３０号　　保健関係事業　「参考資料１」

基本健康診査検査項目各町村実施状況と調整内容
検査内容 築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村 調整方針（案）

問診 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

身体測定（身長・体重） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

診察（聴打診・視診等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

血圧測定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

尿検査（蛋白・糖・潜血） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総コレステロール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

HDLコレステロール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中性脂肪 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

AST（GOT） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ALT（GPT） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

γーGTP ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

腎機能検査 クレアチニン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

血糖検査 血糖 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

心電図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

眼底検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

貧血検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

糖検査 ヘモグロビンA1c ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

脂質検査 LDLコレステロール

腎機能検査 尿酸

ALP

ZTT

TP

白血球 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

尿素窒素

選択項目

肝機能検査

その他項目

備　　　　　　　考

項　　　　目

基礎検診

脂質検査

肝機能検査

必須項目



協議第３０号　保健関係事業　「参考資料２」

平成１４年度ベースの検診費用に係る各町村負担金資料（検診費用の３０％）

検診の種類 築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鴬沢町 金成町 志波姫町 花山村

7,460 8,460 8,400 7,460 8,460 7,050 8,460 8,460 7,460 7,050

2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

国保
2,500 2,000 1,500 1,500 1,000 1,700 2,000 0 3,000 0

基本健康診査
社保

2,500 4,000 3,000 2,500 3,000 1,700 3,570 3,900 3,000 0

国保
-100 400 900 900 1,400 700 400 2,400 -600 2,400

社保 -100 -1,600 -600 -100 -600 700 -1,170 -1,500 -600 2,400

4,900 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,900 4,800 4,800

1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

国保
2,000 1,500 1,500 1,000 600 1,600 100 0 2,200 1,000

胃 が ん
社保

2,000 3,000 2,500 2,000 1,900 1,600 1,630 2,500 2,200 1,000

国保
-600 -100 -100 400 800 -200 1,300 1,400 -800 400

社保 -600 -1,600 -1,100 -600 -500 -200 -230 -1,100 -800 400

1,600 1,700 1,600 1,700 1,500 1,700 1,680 1,600 1,700 1,700

500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

国保
500 500 300 500 200 500 0 0 0 0

大 腸 が ん
社保

500 1,100 800 1,000 400 500 510 800 0 0

国保
0 0 200 0 300 0 500 500 500 500

社保 0 -600 -300 -500 100 0 -10 -300 500 500

2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750

800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

国保
1,000 800 400 0 400 0 0 0 1,000 0

肺 が ん
社保

1,000 1,700 1,400 700 700 0 0 1,400 1,000 0

国保
-200 0 400 800 400 800 800 800 -200 800

社保 -200 -900 -600 100 100 800 800 -600 -200 800

1,800 1,800 1,800 1,800 2,000 1,800 1,800 1,800 2,000

600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

国保
1,800 500 1,800 1,000 1,000 1,800 0 1,000 1,000

前 立 腺 が ん
社保

1,800 1,100 1,800 1,000 1,000 1,800 900 1,000 1,000

国保
-1,200 100 -1,200 600 -400 -400 -1,200 600 -400 -400

社保 -1,200 -500 -1,200 600 -400 -400 -1,200 -300 -400 -400

個人負担（案）３０％

個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

費用区分等

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

個人負担（案）３０％

現行自己負担額
（69歳以下）

差額／個人負担（案）３０％

個人負担（案）３０％

現行自己負担額
（69歳以下）

現行自己負担額
（69歳以下）

現行自己負担額
（69歳以下）

現行自己負担額
（69歳以下）

差額／個人負担（案）３０％

差額／個人負担（案）３０％

差額／個人負担（案）３０％

差額／個人負担（案）３０％



2,300 2,600 2,600 2,730 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600

800 800 800 800 800 800 800 800 800 800

国保
1,000 1,000 1,300 1,000 1,000 1,000 1,000 0 1,000 0

肝炎ウイルス検査
社保

1,000 1,000 1,300 1,000 1,000 1,000 1,000 0 1,000 0

＜ 節 目 ＞
国保

-200 -200 -500 -200 -200 -200 -200 800 -200 800

社保 -200 -200 -500 -200 -200 -200 -200 800 -200 800

5,793 5,697 2,600 2,730 5,982 2,690 2,600 2,600 2,600 2,600

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

国保
1,800 1,900 1,300 1,000 2,000 1,000 1,000 0 2,600 0

肝炎ウイルス検査
社保

1,800 1,900 1,300 1,000 2,000 1,000 1,000 0 2,600 0

＜ 節 目 外 ＞
国保

-800 -900 -300 0 -1,000 0 0 1,000 -1,600 1,000

社保 -800 -900 -300 0 -1,000 0 0 1,000 -1,600 1,000

2,000 2,000 2,200 2,200

700 700 700 700 700 700 700 700 700 700

国保
2,000 0 2,200 0

骨 密 度 検 査
社保

2,000 0 2,200 1,100

国保
-1,300 700 700 700 700 700 -1,500 700 700 700

社保 -1,300 700 700 700 700 700 -1,500 -400 700 700

3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

900 900 900 900 900 900 900 900 900 900

乳 が ん 検 診
国保

1,500 1,000 600 1,000 400 2,000 1,000 0 1,400 1,000

< 視 触 診 >
社保

1,500 2,000 1,600 2,000 1,500 2,000 1,510 1,600 1,400 1,000

国保
-600 -100 300 -100 500 -1,100 -100 900 -500 -100

社保 -600 -1,100 -700 -1,100 -600 -1,100 -610 -700 -500 -100

5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700 5,700

1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

乳 が ん 検 診
国保

2,000 1,800 1,900 1,000 1,000 2,000 1,500 0 2,600 1,000

＜マンモグラフィ併用＞
社保

2,000 3,600 2,900 2,000 2,500 2,000 2,770 2,900 2,600 1,000

国保
-300 -100 -200 700 700 -300 200 1,700 -900 700

社保 -300 -1,900 -1,200 -300 -800 -300 -1,070 -1,200 -900 700

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

個人負担（案）３０％

個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

現行自己負担額
（69歳以下）

現行自己負担額
（69歳以下）

差額／個人負担（案）３０％

現行自己負担額
（69歳以下）

個人負担（案）３０％

個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

現行自己負担額
（69歳以下）

現行自己負担額
（69歳以下）

差額／個人負担（案）３０％

差額／個人負担（案）３０％

差額／個人負担（案）３０％

差額／個人負担（案）３０％



6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

子 宮 が ん
国保

2,500 2,100 2,500 1,500 900 2,200 1,100 0 3,000 1,000

< 頚 部 >
社保

2,500 4,200 3,500 2,500 2,900 2,200 2,650 3,500 3,000 1,000

国保
-500 -100 -500 500 1,100 -200 900 2,000 -1,000 1,000

社保 -500 -2,200 -1,500 -500 -900 -200 -650 -1,500 -1,000 1,000

6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680 6,680

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

子 宮 が ん
国保

0 2,100 3,500 2,000 900 2,200 0 0 3,000 1,000

<頸部+体部>
社保

0 4,200 3,500 2,000 2,900 2,200 0 3,500 3,000 1,000

国保
4,000 1,900 500 2,000 3,100 1,800 4,000 4,000 1,000 3,000

社保 4,000 -200 500 2,000 1,100 1,800 4,000 500 1,000 3,000

個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

個人負担（案）３０％

現行自己負担額
（69歳以下）

差額／個人負担（案）３０％

Ｈ１４年度　1件あたりの費用

差額／個人負担（案）３０％

現行自己負担額
（69歳以下）



関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

名称 健康づくり推進協議会 若柳町保健対策推進 栗駒町健康推進協議 高清水町地域保健 一迫町健康づくり推 瀬峰町健康づくり推 健康づくり推進協議会 金成町健康づくり推 志波姫町健康づくり 花山村健康づくり推
協議会 会 対策協議会 進協議会 進協議会 進協議会 推進協議会 進協議会

委嘱 有り　　任期2年 有り　　任期2年 有り　　任期2年 有り　　任期2年 有り 任期２年 有り 任期２年 有り 　任期２年 有り 　任期２年 有り　　任期２年 有り　　任期２年
報酬日額　3,700円 報酬日額 報酬　4,000円 報酬日額　4,800円 報酬日額 報酬日額 5,000円 報酬日額 委員長 4,900円 　会長　5,700円 　会長 4,800円
費用弁償　1,500円 　委員長　４，３００円 費用弁償　１，５００円 費用弁償　1,500円 委員長 ４，５００円 費用弁償 1,000円 委員長 ４，５００円 委員 　4,500円 　委員　5,600円 　委員 4,600円

　委員　　 ４，０００円 旅費　実費 委員 　 ４，４００円 委員 　 ４，３００円   費用弁償 1,900円
  費用弁償　１，７００円  費用弁償 １，７００円  費用弁償 ８００円

人数 　　１２名 　　１５名以内 　８名 　　１１名 　１５名以内 　１５人以内 　１２名 　１０名 　　２１名 　　１０名

名称 築館町保健推進員 若柳町保健推進協 栗駒町保健推進員 高清水町保健推進 一迫町保健推進員 瀬峰町保健協力員 保健推進協力員 保健推進協力員 保健推進員 花山村国民健康保険
力員 員 　 事業推進協力員

保健協力員と兼務
委嘱 　有 　有 有 　有 有 有 有 有 　有 　有
任期 　２　年 　２　年 ３　年 　２　年 ３ 年 ３ 年 ２ 年 ２ 年 　２　年 　２　年

報酬 １６，０００円／人 １６，９００円／人 ９，５００円／人 個人への報酬はない １５，０００円／人 報酬年額 ３５，０００円 ５，０００円／人 １９，０００円／人 ２０，０００円／人 花山村国民健康保険
（年額） （バス代９０，０００円 移動研修時 外研修会参加時 が協議会に対し町より 費用弁償 　１，０００円 事業推進協力員

予算化） 日当2,100円／人 日当1,500円と旅費 １２万、国保より１０万 ８，０００円／人
保健協力員と兼務
２０，０００円

人数 　４４人 　６２人 １０５人 　４７人 ７５人 ２５人 ２７人 ４３人 　４２人 　１４人

活動状況 ・健康診査の推奨 ・各種検診申込みの ・各種検診の申込みとり ・地区健康教室の企 ・研修 ・担当行政区民の健康 ・各種検診の一括申込 ・各種検診の一括申込 ・地区民の健康状況の ・国民健康保険税収納
・子育て支援センター 　取りまとめ、受診票の とりまとめ 　画、開催 ・健康まつり協力 について把握、保健 票の配布及び回収 書取りまとめ 　把握と必要に応じた 　率の向上及び早期完
　への勧め 　配布、受検勧奨 ・各種検診の受診勧奨 ・生活習慣病検診の ・母と子の料理教室 師への情報提供 ・各種検診受診票、結 ・検診受診票の配布及 　町との連携、地区健 　遂に関する協力
・ボランティア活動 ・町の健康づくり事業 と検診票の配布等 　推進 協力 ・母子保健事業に関す 果、通知のの配布 び受験勧奨 　康教室の開催、保健 ・村民の保健予防衛生
・地域の健康相談の企 　への参加協力 ・保健事業への参加と ・妊婦へのパンフ、メッ ・地域健康づくり教室 る通知の配布 及び回収 ・担当地区の住民の健 　事業への参加勧誘、 　等保健士活動に関す
　画 ・地域内での母子や高 住民勧誘 　セージカードの配布 開催 ・各種検診の配布と取 ・各種検診受診票、結 康情報、活動状況報 　健診事業への協力 　る協力
・地域生きがいミニディ 　齢者健康問題を抱え ・地区リーダー的役割 ・協議会主催の健康 ・町外研修 １２回 りまとめ 果通知の配布 告 ・その他国保事業推進
・研修内容を地域に周 　た人への相談・援助 を担う 　教室 （食生活改善推進員研 ・担当行政区で開催す ・健康づくり地区事業 ・健康づくり運動の波及 　に必要な協力
　知する ・研修会 研修） る保健事業に関する 計画の企画及び推進 ・担当地区での健康教
･保健事業への協力 ・役員会 連絡及び協力 ・推進員活動報告書 室等の企画・実施

・各種検診申込書配布 ・その他の保健活動事 提出 ・保健事業への参加、
及び取りまとめ 業対する協力 協力

（あゆみの会、検診等）

事業
　組織等の調整も含め、合併時ま
でに調整する。

②保健推進員等育成

栗原地域合併協議会の調整内容
専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-１

協　　定　　項　　目 保健関係事業 健康づくり推進事業

○健康づくり推進事業

調　整　方　針（案）
　組織等の調整も含め、合併時ま

調整方針・調整内容

協　議　項　目

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

　①健康づくり推進協議会及び保健推進員については、組織等の調整も含めそれぞれ合併時までに調整する。

①健康づくり推進協議会 でに調整する。



関　　係　　項　　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村
対象 精神障害者 満１５歳以上の精神障 町内に居住している 精神に障害があり、 回復途上にある在宅 精神障害者 精神障害者とそれに

害者で病状が軽快し 精神障害を持つ者 本人または保護者 の精神障害者で本人 準ずる者
所運営事業 更生意欲を有する者 が通所を希望とする 又はその保護者が通

者 所を希望し、主治医が
認めた者

定員 １０名 １５名 １０名 １２名 １０名 １２名 １５名

指導員数 ３名（常時1名、交代 ３名 ２名 １名 ２名 ２名 ３名

指導員 ５，０００円/日 ６，１００円/日 　　６，４００円/日 ７，０００円/日 ６，０００円/日 ６，２００円/日 ５，３００円/日
報酬
活動日数 週５日 週５日 週５日 週４日 週５日 週５日 週５日

場所 築館町どんぐり作業 旧若柳保健所の１階 福祉作業所内 保健福祉センター 　一迫町母子健康セ 瀬峰町はこべ作業所 　なし 金成町やすらぎセン 　　なし 　　なし
所（県有財産借用） 駒草ハウス 　ター内 ター内

活動内容 　内職、ダンボールのば
　・箱折りと電子部品組
立

　　弱電関係の内職、 　　作業訓練 　・作業訓練 　　自動車部品の内職 　・PR用カルシウム袋詰
　らし、組み立て作業、 　・手工芸品の製作 　　園芸作業、手工芸作 　　（弱電部品の組立、 　　（広場清掃、農園作 　　手工芸品作り 　・割り箸袋の折り方
　紙箱の組み立て、印刷 　・生活指導 　　業、そのほかレクリェ 　　農園作業） 　　自主製品の作成） 　・清掃作業
　物の紙折り等、玄米ダ 　　健康チェック月１回 　　ーション（誕生会、移 　　生活訓練 　・生活訓練 　・自主製品の作成と販
　ンベル 　　就労相談月２回 　　動研修、各種講座受 　・社会適応訓練 　　売（バザー、あぐりっこ

　　炊事訓練週１回 　　講） 　　（研修会） 　　延年閣）
　　その他行事

運営主体 　　築館町作業所運営 　　若柳町、運営委員 　　栗駒町 　　委託 　一迫町 　瀬峰町 　金成町精神障害者
　　委員会 　　年１回 　　高清水町小規模作 　家族会

　　家族、地域住民の 　　所手をつなぐ会 　（事務局 保健師）
　　力有り

参　　　　　　　　考　　　　　　　項　　　　　　　目

協　議　項　目 調　整　方　針（案）
○精神保健事業 　精神障害者小規模作業所運営

事業については、現行のとおり新
市に引き継ぐものとし、全施設、全
域で利用できるように調整する。
ただし、対象者、指導員報酬額に
ついては、合併時までに調整す
る。

①精神障害者小規模作業

調整方針・調整内容

　①精神障害者小規模作業所運営事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、全施設、全域で利用できるように調整する。

　　　ただし、対象者、指導員報酬額については合併時までに調整する。

栗原地域合併協議会の調整内容
専門部会名（　保健福祉部会　）　　分科会（　保健分科会　）　№-1

協　　定　　項　　目 保健関係事業 精神保健事業



協議第３１号 
 

第３セクタ－等の取扱いについて 
 
 第３セクタ－等の取扱いについて、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                       栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

第３セクタ－等の取扱いについて 
  
㈱くりこま高原振興公社、栗駒ハイランド観光㈱、㈱金成町地域振興公社、く

りはら振興㈱、花山村地域開発㈱、㈱花山村地域振興公社並びにくりはら田園鉄

道㈱に係る出資金については新市に引き継ぎ、管理運営は現行のとおりとする。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日確認 



くりはら田園鉄道㈱ くりはら田園鉄道㈱ くりはら田園鉄道㈱ くりはら田園鉄道㈱

栗駒ハイランド観光㈱ ㈱金成町地域振興公社 くりはら振興㈱ 花山村地域開発㈱

㈱くりこま高原振興公社 ㈱花山村地域振興公社

・地方自治法（抜粋） 参考事例
（職務権限） ・庄原市（広島県）平成１６年１１月１日合併予定
第１９９条　監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営に係る事業の管理を監査する。 　　１市５町が出資する公社、第３セクタ－については、その出捐、出資についてすべて新市に引き
⑦　監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助を 　継ぐ。　
　与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資しているもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の ・宇佐両院地域市町合併協議会（大分県）
　元金又は利子の支払を保証しているもの、当該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共団体が第２４４条の２第３項の規定に基づき公の施設の管 　　現行のとおり新市に引き継ぐ
　理を委託しているものについても、また、同様とする。 ・東児湯任意合併協議会（宮崎県）
（予算の執行に関する長の調査権等） 　　出資金は新市に引き継ぎ、管理運営は当面現行のとおりとする。なお、将来的に統合できる可能
第２２１条１～２《略》　  　性のあるものについては、新市において検討し、運営主体と協議のうえ、経営の安定及び施設の有
３　前２項の規定は、普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの、普通地方公共団体が借入金の元金若しくは利子の支払を保証し、又は損失補償を行う等その者のために債務を負担し 　効利用に努める。
　ている法人で政令で定めるもの及び普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者にこれを準用する。 ・江田島市（広島県）合併の期日は協議中
（財政状況の公表等） 　　能美バス株式会社については、江能４町の住民の生活交通手段の確保の観点から、出資について
第２４３条の３　１～２《略》 　新市に引き継ぐ。
３　普通地方公共団体の長は、第２２１条第３項の信託について、信託契約に定める計算期ごとに、当該信託に係る事務の処理状況を説明する政令で定める書類を作成し、これを次の議会に提出しな 　　有限会社おきみウェストマリン及び沖野島マリーナ株式会社については、出資については新市に
　ければならない。 　引き継ぐ。
（公の施設の設置、管理及び廃止）
第２４４条の２　１～２《略》
３　普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認める時は、条例の定めるところにより、その管理を普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの
　又は公共団体若しくは公共的団体に委託することができる。

・地方自治法施行令（抜粋）
第１４０条の７　地方自治法第１９９条第７項後段に規定する当該普通地方公共団体が出資しているもので政令で定めるものは、当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの
　４分の１以上を出資している法人とする。
第１５２条１　　地方自治法第２２１条第３項に規定する普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるものは、次に掲げる法人とする。
　①　当該普通地方公共団体が設立した地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社。
　②　当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している民法第３４条の法人、株式会社及び有限会社

－

２３名

７６，７５９千円

５名

石越駅より細倉マインパーク
前駅までの列車運行

２３名

－

　　若柳町、栗駒町、鶯沢町、
　　金成町、石越町

平成７年４月

２４６，０００千円

２６名

花山村

　鶯沢町　４１，６２４千円
　若柳町　３６，１５６千円
　栗駒町　３４，６９０千円
　金成町　２５，３１３千円
　　計　１３７，７８３千円

石越町
宮城県
㈱七十七銀行
その他８０４名

　　鶯沢町　１６．９２％
　　若柳町　１４．７０％
　　栗駒町　１４．１０％
　　金成町　１０．２９％
　　　計　　５６．０１％

菅原郁夫

－

１５名 ２２名 ３名１名

２名 １５名 －

平成８年４月設立

１０，０００千円

　　花山村　１００．００％

　花山村　１０，０００千円

栗駒町

昭和４８年２月設立

１０，０００千円

　志波姫町　４７，５００千円

志波姫町

平成１０年１月設立

９５，０００千円

　　志波姫町　５０．００％

４１名

１０名

　くりはら交流プラザの管理運
営、くりはら交流プラザ別館の
管理運営

５名

　村の施設の管理運営
（温湯山荘、高齢者生活福祉セ
ンタ－、青少年旅行村、寒湯御
番所、千葉周作ゆかりの家の管
理、幼稚園、公民館の事務補
助、石楠花センタ－（清掃業
務）、役場（村バス、福祉バス
の運転業務、ごみ収集業務、庁
舎清掃業務、事務補助、除雪業
務））

９名

６名

１３１，１５５千円

その他出資者

栗っこ農業協同組合
栗駒町商工会
㈱七十七銀行
㈱仙台銀行
栗駒高原森林組合

町内企業３７社

中鉢常悦郎

５名

　道の駅、自然薯の館等の施設
の管理運営

１０名８７名

７名

花山村地域開発㈱

花山村

平成６年１月設立

１１３，２５０千円

　　花山村　４４．１５％

６３，６０２千円

栗っこ農業協同組合
金成町商工会
金成町観光推進事業委員会
地元企業４社
出入業者２社

志波姫町商工会
栗っこ農業協同組合
地元企業７社

佐藤小弥太

１０名

　金成町保養センタ－（金成延
年閣、金成延年閣ゲ－トボ－ル
場）管理運営。
　町有バス（スク－ルバス、福
祉バス）の運転業務

３３名

佐藤 誠典

４４７，１０２千円

花山村商工会
金沢しいたけ生産組合
花山村山菜加工組合
個人１８名

　参考事例

３２名

－

佐藤昭雄

６名

栗駒レストハウスの管理運営

・参考法令

２６２，９７３千円

職員

正社員

臨時・有期

計

代表取締役

取締役役員数

業務内容

１４年度年間売上

栗原地域合併協議会の調整内容

調整方針・調整内容

協　定　項　目 関　係　項　目 第３セクタ－

専門部会名（　企画財政 部会）　　分科会（   企画 分科会）　№-1

第３セクタ－等の取扱い

㈱くりこま高原振興公社、栗駒ハイランド観光㈱、㈱金成町地域振興公社、くりはら振興㈱、花山村地域開発㈱、㈱花山村地域振興公社並びにくりはら田園鉄道㈱に係る出資金については新市に引き継ぎ、管理運営は現行のとおりとす
る。

・第３セクタ－等

資本金

関係町村

・第３セクタ－等の

　現況

　　金成町　７７．２７％

㈱金成町地域振興公社

金成町

町村の出資比率
（栗原郡分）

㈱くりこま高原振興公社

栗駒町

平成１０年４月設立

法人名

設立年月日 平成４年４月設立

６名

出資額
（栗原郡分）

　栗駒町　３，０００千円 　金成町　１７，０００千円

２２，０００千円

　栗駒町　８０，０００千円

　　栗駒町　３０．００％

９９，０００千円

鶯沢町築館町 瀬峰町 志波姫町 花山村

参　　　　　　　　考　　　　　　　　項　　　　　　　　目

高清水町 一迫町協　議　項　目 金成町若柳町 栗駒町

㈱花山村地域振興公社 くりはら田園鉄道㈱くりはら振興㈱栗駒ハイランド観光㈱

　栗駒町温泉保養施設（宿泊施
設ハイルザ－ム栗駒）の管理運
営

２１名

　　栗駒町　８０．８０％

なし

大関健一 花山村長

　花山村　５０，０００千円

パ－ト １１名 ４名 １６名 ５０名

５名

１８，０２４千円 ２０７，２３９千円



協議第３１号　第３セクタ－等の取扱い　（参考資料１）

各第３セクタ－等の地域貢献度、役割

　  ㈱くりこま高原振興公社 　   栗駒ハイランド観光㈱    　㈱金成町地域振興公社 くりはら振興㈱ 花山村地域開発㈱ 　　㈱花山村地域振興公社 　　くりはら田園鉄道㈱

　村内の商店街の活性化対策とし
て、平成４年度県中小商業活性化事
業により「自然薯の館」として設
立。後年、道の駅を併設し下記の目
的達成を図っている。
１．特産物の販売拠点として農業
振興や地域経済の活性化に貢献
　地元特産物「自然薯」・「そば」
等を主体とした郷土料理の提供や販
売の場として賑わいも見せており、
地域経済活性化策として広く効果を
上げている。
　平成１４年度館内利用者は１８９
千人の入込み数となり、その売上
は、レストランで５０，０００千
円、売店６０，０００千円、農産物
や山菜等露天販売では１３，０００
千円となっている。

２．就労の場の確保
　雇用機会の少ない村内におい
て、１２名程度の職員と季節的アル
バイトにより雇用創出に貢献してい
る。（平成１４年度は２４，０００
千円程度の給与支払）

３．観光振興の拠点施設
　併設している「道の駅」効果には
多大なものがある。店内利用者を除
く休憩者等の数はさらに１００千人
以上にも上っているものと推定さ
れ、村内や栗原地方の広域観光情報
や地域情報の発信機能施設として位
置づけられており、貴重な道路施設
の一部として位置づけされている。

４．地域コミュニティ施設
　「自然薯の館」の広場と隣接する
農山村交流センター農村公園を利用
した夏祭りや商店街各種イベント開
催の場として活用されており、地域
はもちろん花山村を訪れる観光客と
の地域間交流に貢献している

１。健康増進施設としての貢献
　栗駒町は、栗駒山の自然と温泉を
活用した町づくりを推進してきてお
り、町が掘削した温泉を活用して、
平成１０年７月に温泉保養施設「ハ
イルザーム栗駒」をオープンした｡
　当社は、この施設を管理運営する
ために設立された会社であり、施設
の特性を活かした運営に努力し「リ
ラックスコース」、「腰痛解消コー
ス」などの心身のリフレッシュに取
り組んでいる｡
２。地域活性化への貢献
　当施設は、宿泊で17,441人、日帰
り30,640人の利用があり、それら利
用者に提供する物品の地元地用達な
どで、地元消費が発生しており、地
域の活性化に大きく貢献している｡
３。雇用対策としての貢献
　正職員21人及びパート11人合計32
人の雇用を創出しており、地元企業
として大きく貢献している｡

　施設等の管理運営受託業務を主体
として設立され、主に村の施設管理
や業務を受託している。
１．就労の場の確保
　平成８年８月に村営温湯山荘の改
築を契機に、今までは臨時職員や
パートで雇用していた従業員につい
て、安定した雇用関係の確立のため
に地域振興公社を設立し、新たに従
業員の採用を行なう。
　温湯山荘従業員以外の村の現業部
門についての臨時職員についても新
たな雇用関係が結ばれる。
　雇用の機会が少ない村内では、地
元住民の雇用創出に大いに貢献をし
ている。

２．村業務の受託
　村の現業部門の労務的な受託が主
であるが、本村の場合には冬期間の
除雪業務や春から秋の期間の観光に
関する施設の業務管理があり、季節
的に限定される業務があり、雇用さ
れる方にも身分的が不安定であった
が、公社の設立により身分も安定
し、年間の計画的な配慮が確立さ
れ、村にとっては合理的な施設の管
理と、計画的な予算の執行がなされ
ている。

３．業務執行の確実
　公社社員としての研修もなされて
おり、村の受託業務に対する意識や
責任感も高く確実な受託業実績であ
る。

１．雇用対策としての貢献
　社員は、全て郡内居住者である。

２．公共交通としての貢献
　利用客数は年々減少しているが、
平成１４年度実績として２１８千人
が利用しており、公共交通の点から
は貢献度が非常に高い。特に、沿線
の高校生にとっては通学の足として
欠かせないものであり、平成１５年
の調査では１日１２０人を超える生
徒が「くりはら田園鉄道」を利用し
て通学している。
　また、利用客の増加を図ろうと
様々なイベントを開催することによ
り、地域の観光資源の掘り起こしな
どにも大きく寄与している。

１．雇用対策としての貢献
　パートを含めた地元雇用が約９０
名、平成１４年度の給与支払総額は
約１５４，６００千円となってお
り、就労の場として雇用対策に貢献
している。
２．健康増進施設としての貢献
　流水プ－ルや薬湯による健康増
進、トレーニングルームやフィット
ネススタジオ利用による体力づくり
が行われ、年間８５，６００人程の
利用者があり、健康増進施設として
貢献している。
３．町への税収への貢献
　固定資産税や水道料、法人税、町
県民税等として、開業以来４年間で
８０，０００千円程度が町の収入と
なり、税収等の自主財源
確保に貢献している。
４．観光・物産・食文化への貢献
　郡内の地場産品の販売や観光案内
を観光物産館で、地場産品を生かし
た食事の提供や普及をレストランで
行っており、年間６７，７００人程
の利用者があり、地場産業振興や観
光振興に貢献している。

５．情報収集・発信・地域コミュ
ニティの場としての貢献
　インターネット体験やパソコン研
修など、来館者を通して郡内の情報
収集、発信機能としての役割を担っ
ている。
　また、圏域内外から多様な人々が
集い、情報交換が行われ地域コミュ
ニティの場としても利用されてい
る。

１．雇用対策としての貢献
　公社設立時はもちろん、平成１０
年度に誘致企業の倒産に伴う雇用創
出先（臨時職員・パートとして採
用）の補完機能やバス部門等新規雇
用創出への貢献をしている。

２．健康増進施設としての貢献
　温泉により体と心の癒しはもちろ
ん、平成１０年度から実施している
高齢者対象の健康増進事業「生きが
いデイサービス事業」や「会食サー
ビス」等にも貢献している。これら
類似事業等について、町外から利用
されている。

３．町への税収への貢献
　開館以来１１年間の入館実績は
２，５５８，４５９人だが、これに
伴う入湯税は延べ２２６，７３６千
円に達しており、町の主要な自主財
源確保先でもある。

４．情報発信や情報収集先として
の貢献
　１４年度の入館者数２２１，７２
２人を利用しての町の貴重な情報発
信・情報収集基地として貢献してい
る。

５．町のコミュニティ拠点として
の貢献
　地域行事の活用、知らない人同士
の裸のおつきあいによる新しい交流
等地域コミュニティの増強効果はも
ちろん新しいコミュニティを創出す
る場として貢献している

１．栗駒山観光拠点としての貢献
 国定公園栗駒山は、東北の中心に
位置し宮城のみならず、岩手、秋田
の象徴としても愛され、多くの観光
客を迎えており、登山口に位置する
「いわかがみ平」は、その拠点と
なっている｡
　本社は、その施設を管理運営する
役割を担い、観光客への様々なサー
ビスを提供している｡

２．登山者への安全確保の貢献
　栗駒山を訪れる登山者を災害から
守り、安全な登山を確保している｡

３．地域活性化への貢献
　「いわかがみ平」で観光客に提供
する物品は、町内で調達するものが
ほとんどであり、地域経済の活性化
に大きく貢献している｡

　



協議第３１号　第３セクタ－等の取扱い　（参考資料２）

第３セクタ－等の収支状況（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日） （単位：千円）

 ㈱くりこま高原振興公社 　栗駒ハイランド観光㈱ 　㈱金成町地域振興公社 くりはら振興㈱ 花山村地域開発㈱ 　㈱花山村地域振興公社 　くりはら田園鉄道㈱

１　経常損益

純売上高 ２６２,９７３ １８,０２４ ２０７,２３７ ４４７,１０２ ６３,６０２ １３１,１５５
（営業収益）

　　　　７６，７５９

売上原価 ８１,６４７ ５,０５５ １９２,８５３ １０４,６４４ ２７,１４６ １,０２２
（営業費）

　　　１４３，４５０

売上総利益 １８１,３２６ １２,９６９ １４,３８６ ３４２,４５８ ３６,４５６ １３０,１３３

販売費及び一般管理費 １８９,７２４ １１,８５０ １３,８６５ ３８４,４８３ ４１,９３９ １３０,０３５

営業利益 -８,３９８ １,１１９ ５２１ -４２,０２５ -５,４８３ ９８ -６６,６９１

営業外収益 １,２７５ １６２ １７９ ６１,３２１ ４,７７４ １ ４,７５７

営業外費用 １３,８３９ ０ ０ ５,１５９ ０ ０ ６５９

経常利益 -２０,９６２ １,２８１ ７００ １４,１３８ -７０９ ９７ -６２,５９３

２　特別損益

特別利益 ０ ０ ０ ０ ０ １３６ ６３,８２５

特別損失 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

当期純利益 -２１,１４２ ８１２ ５２０ １３,９５６ -１,０００ ９３ １９１

前期繰越利益 -１３６,６２２ １,３０９ -１２,４８３ -６９,７０８ -４,３９６ ７ -７０,９９０

当期未処分利益 -１５７,７６４ ２,１２１ -１１,９６３ -５５,７５２ -５,３９６ １００ -７０,７９９

※なお、１，０００円未満は四捨五入



協議第３２号 
 

地域交通事業の取扱いについて 
 
 地域交通事業の取扱いについて、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                      栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

地域交通事業の取扱いについて 
 

  地域交通事業の取扱いについては、現行のとおり新市に引き継ぎ、圏域全

体の公共交通網の整備は、新市において速やかに調整するものとする。 
    

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日確認 



３３ヶ所 ２３ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日

６本 ３本 ６本 ６本

３０ヶ所

平日 土日祝日

６本 ６本

１８ヶ所

平日 土日祝日

６本 ６本

３２ヶ所

平日 土日祝日

６本 ６本

使用料金

回数券・定期券

支払方法

減免規定等

始発→終着

かつらっこハウ
ス

③あやめ線（３０ｋｍ）

バス停

始発→終着

かつらっこハウ
ス

バス停

始発→終着

栗駒駅→荒砥沢

バス停

始発→終着

かつらっこハウ
ス

１６，３４４千円　・委託料 １２，１３８千円

栗原地域合併協議会の調整内容

調整方針・内容

協　定　項　目

地域交通事業の取扱いについては、現行のとおり新市に引き継ぎ、圏域全体の公共交通網の整備は、新市において速やかに調整するものとする。

　・路線及び区間

　・Ｈ１４利用実績

　・使用車両

協　議　項　目

１　自主運行バス等

　・根拠法令等

　・運行体系

　・運行開始

築館町 若柳町 栗駒町 金成町 志波姫町 花山村高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町

　１台 (３８人乗） 　２台（２８人乗）

・道路運送法
・栗駒町住民バスの設置及び管理
に関する条例
・栗駒町住民バスの設置及び管理
に関する規則
・栗駒町公共交通等対策協議会要
綱

・道路運送法
・高清水町福祉バスの設置及び運
営並びに管理等に関する条例

１路線

①文字線（２０．８ｋｍ）

大人：区堺制、子供：無料

Ｈ１５年４月１日

４路線

①やまゆり線（３３ｋｍ）

②やまぶき線（３０ｋｍ）

バス停

始発→終着

幼児　　　：　３０円
小、中学生：　５０円
大人　　　：１００円

かつらっこハウ
ス

④なのはな線（３３ｋｍ）

バス停

定期券：１ヶ月１，０００円

Ｈ１３年４月１日

利用客：２８，２１１人

委託契約 委託契約

関　係　項　目地域交通事業の取扱い

専門部会名（ 企画財政 部会）　　分科会（ 企画 分科会）　№-1

参　　　　　　　　考　　　　　　　　項　　　　　　　　目

料金等

　・委託先 宮交栗原バス株式会社 古川観光タクシ－（有）



　
補助事業者

４２ヶ所 ４２ヶ所 ４２ヶ所

宮交栗原バス（株） 平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

(複数町村路線)
６本 ３本 ６本 ３本 ６本 ３本

４５ヶ所 ４５ヶ所 ４５ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

５．５本 ３本 ５．５本 ３本 ５．５本 ３本

３２ヶ所 ３２ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日

６本 ２本 ６本 ２本

４４ヶ所 ４４ヶ所 ４４ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

９本 ５本 ９本 ５本 ９本 ５本

３４ヶ所 ３４ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日

５本 ４本 ５本 ４本

３６ヶ所 ３６ヶ所 ３６ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

８本 ３本 ８本 ３本 ８本 ３本

４２ヶ所 ４２ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日

６本 ４本 ６本 ４本

３４ヶ所 ３４ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日

４本 ３本 ４本 ３本

３２ヶ所 ３２ヶ所 ３２ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

５本 ３本 ５本 ３本 ５本 ３本

４３ヶ所 ４ヶ所

宮交栗原バス（株） 10 平日 土日祝日 平日 土日祝日

（単独町村路線） ～
２本 ０本 ４本 ３本

12 ２３ヶ所

平日 土日祝日

６本 ３本

宮交大崎バス（株） ２７ヶ所

（単独町村路線） 13 平日 土日祝日

３．５本 なし

14

宮交登米バス（株） ～ ３９ヶ所 ４５ヶ所

（単独町村路線） 15 平日 土日祝日 平日 土日祝日

６本 ３本 ６本 ３本

合計

１５路線

補助金額　８９，２６２千円
（うち県費　３９，４６９千円）

補助金額　７,２５８千円
（うち県費　３,８１９千円）

補助金額　　　　　　千円
（うち県費　　　　　　千円）

補助金額　１３,７９２千円
（うち県費　　６,５７５千円）

補助金額　２,２０８千円
（うち県費　　４３０　千円）

補助金額　５,４１０千円
（うち県費　２,６６５千円）

　・Ｈ１４実績
補助金額　　１４，８６９千円

（うち県費　　　５,５００千円）
補助金額１５,５１１千円

（うち県費　６,９８８千円）
補助金額　　２０,９６７千円

（うち県費　　　９,９２０千円）

岩ヶ崎線（１７．０ｋｍ）

始発→終着

築館→栗駒

バス停

始発→終着

バス停

築館→一関

バス停

⑬田尻線（１８．６ｋｍ）

栗駒→栗駒

古川駅前
　→瀬峰駅前

始発→終着

栗原中央病院
　　　→新田

バス停

始発→終着

始発→終着

築館→花山

岩ヶ崎線（１７．０ｋｍ）

バス停

⑮新田線（２７．２ｋｍ）

バス停

築館・一関線（３３．２ｋｍ）

金成町

バス停

始発→終着

くりこま高原駅
　　　→三田鳥

補助金額　　　　　０千円
（うち県費　　　　　０千円）

参　　　　　　　　考　　　　　　　　項　　　　　　　　目

栗原中央病院
　　　→大土

バス停

始発→終着

補助金額　　９，２４７千円
（うち県費　　３，５７２千円）

バス停

⑫温湯線（１２．５ｋｍ）

花山小→温湯

伊豆沼湖畔線（２６．９ｋｍ）

始発→終着

花山線（２６．３ｋｍ）

築館→花山

栗駒→石越

長崎線（２１．８ｋｍ）

バス停

始発→終着

２路線１路線 ３路線 ３路線 １路線

築館→花山

始発→終着

バス停

花山線（２６．３ｋｍ）

バス停

バス停

始発→終着

栗駒→一迫公民館

始発→終着

栗駒→細倉荒町

バス停

バス停

始発→終着

始発→終着

栗駒→苗圃

⑪苗圃線（１３．３ｋｍ）

始発→終着

バス停

⑩桜田線（１８．８ｋｍ）

始発→終着

栗駒→細倉荒町

一関線（２３．２ｋｍ）

バス停

栗駒→一関

始発→終着

栗駒→一迫公民館

バス停

バス停

始発→終着

栗駒→石越

真坂線（１５．６ｋｍ）

岩ヶ崎線（１７．０ｋｍ）

築館→栗駒

始発→終着

バス停

尾松線（２１．８ｋｍ）

始発→終着

バス停

尾松線（２１．８ｋｍ）

バス停

始発→終着

３路線

伊豆沼湖畔線（２６．９ｋｍ）

細倉線（１４．５ｋｍ）

３路線７路線

始発→終着

細倉線（１４．５ｋｍ）

志波姫町栗駒町 花山村高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町築館町 若柳町

尾松線（２１．８ｋｍ）

バス停

６路線

始発→終着

くりこま高原駅
　　　→三田鳥

始発→終着

築館→栗駒

長崎線（２１．８ｋｍ）

伊豆沼湖畔線（２６．９ｋｍ）

協　議　項　目

２　バス対策事業

1

花山線（２６．３ｋｍ）

栗原中央病院
　　　→大土

バス停

栗駒→石越

始発→終着

始発→終着

くりこま高原駅
　　　→三田鳥

バス停

バス停

バス停

始発→終着

⑭石越線（２４．７ｋｍ）

大目→佐沼

真坂線（１５．６ｋｍ）

栗駒→一関

栗駒→一迫公民館

築館・一関線（３３．２ｋｍ）

真坂線（１５．６ｋｍ）

始発→終着

一関線（２３．２ｋｍ）

始発→終着

バス停

築館→一関

バス停

2

3

4

5

6

7

8

9



事業者名

２５ヶ所 ２５ヶ所

宮城交通㈱ 平日 土日祝日 平日 土日祝日

７．５本 ４本 ７．５本 ４本

３３ヶ所 ３３ヶ所 ３３ヶ所

平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

９本 ４本 ９本 ４本 ９本 ４本

５２ヶ所

平日 土日祝日

１６本 １２本

平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日 平日 土日祝日

　１２
本

　１２
本

　１２
本

　１２
本

　１２
本

　１２
本

　１２
本

　１２
本

○道路運送法（抜粋） 先進地事例

（種類） ○飛騨市（岐阜県）平成１６年２月１日合併予定

第３条　旅客自動車運送事業の種類は、次に掲げるものとする。 ・現行のとおり新市に引き継ぐものとする。運営方法等については新市において調整する。

（１）　一般旅客自動車運送事業（特定旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業） ○庄原市（広島県）平成１６年１１月１日合併予定

　　  イ　一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客を運送する一般旅客自動車運送事業） ・生活交通関係の各事業は、当面現行のとおりとし、新市においてサ－ビスの均一化に努めるとともに、住民ニ－ズに応じた生活交通関係事業の整備を行ない、バス運行の

　　  ロ　一般貸切旅客自動車運送事業（イ及びハの旅客自動車運送事業以外の一般旅客自動車運送事業） 　充実を図る。

　　　ハ　一般乗用旅客自動車運送事業（一個の契約により乗車定員十人以下の自動車を貸し切って旅客を運送する旅客自動車運送事業） ・バス交通対策事業補助は、内容を調整・統一する。

（２）　特定旅客自動車運送事業（特定の者の需要に応じ、一定の範囲の旅客を運送する旅客自動車運送事業） ○伊豆市（静岡県）平成１６年４月１日合併予定

（一般旅客自動車運送事業の許可） ・自主運行バス路線は、現行のとおり引き継ぐ。

第４条　一般旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受けなければならない。 ・単独運行補助制度は、現行のとおり引き継ぎ、中伊豆町を基に２年以内に新市において補助基準を作成する。

２　一般旅客自動車運送事業の許可は、一般旅客自動車運送事業の種別（前条第一号イからハまでに掲げる一般旅客自動車運送事業の別をいう。以下同じ）について行う。 ・路線バス廃止対策については、合併時は現行のとおりとし、２年以内に新市において制度の見直しを行う。なお、新市においてバス路線対策協議会を設置し、新市交通確

（禁止行為） 　保計画を作成する。

第２０条　一般旅客自動車運送事業者（一般乗合旅客自動車運送事業者を除く。）は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送をしてはならない。

第２１条　一般貸切旅客自動車運送事業者は、次の場合を除き、乗合旅客の運送をしてはならない。

（１）　災害の場合その他緊急を要するとき。

（２）　一般乗合旅客自動車運送事業者によることが困難な場合において、国土交通大臣の許可を受けたとき。

（有償運送の禁止及び賃貸の制限）

第８０条　自家用自動車は、有償で運送の用に供してはならない。ただし、災害のため緊急を要するとき、又は公共の福祉を確保するためやむを得ない場合であって国土交

　通大臣の許可を受けたときは、この限りでない。

２　自家用自動車は、国土交通大臣の許可を受けなければ、業として有償で貸し渡してはならない。

３　前条第二項の規定は、前項の許可について準用する。

（参考）

バス事業については、大きく次の種類に分かれる。

くりはら田園鉄道㈱

くりはら田園鉄道くりはら田園鉄道

７６，７５９千円

始発→終着

石越駅前→細倉
マインパ－ク前駅

７６，７５９千円

Ｈ７年４月

くりはら田園鉄道㈱

くりはら田園鉄道

始発→終着

石越駅前→細倉
マインパ－ク前駅

Ｈ７年４月

石越駅前→細倉
マインパ－ク前駅

　・事業者名 くりはら田園鉄道㈱

くりはら田園鉄道

始発→終着

　・Ｈ１４利用実績

　・運行開始 Ｈ７年４月 Ｈ７年４月

路線バス 道路運送法第４条（一般旅客自動車運送事業許可）

石越駅前→細倉
マインパ－ク前駅

くりはら田園鉄道㈱

７６，７５９千円 ７６，７５９千円

始発→終着

行政サ－ビス巡回車等（市町村運営） 道路運送法第８０条（市町村による有償運送許可）

自主運行バス 道路運送法第２１条（貸し切りバス事業の乗合運送許可）

バス停

若柳線（１６．９ｋｍ）

瀬峰駅前→
栗原中央病院

２路線 １路線

参　　　　　　　　考　　　　　　　　項　　　　　　　　目

登米線（３３．５ｋｍ）

バス停

始発→終着

瀬峰駅前→登米

バス停

玉沢線（１７．２ｋｍ）

始発→終着

１路線

若柳線（１６．９ｋｍ）

バス停

若柳線（１６．９ｋｍ）

金成町 志波姫町栗駒町 花山村高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町築館町 若柳町

２路線

始発→終着

瀬峰駅前→
　栗原中央病院

玉沢線（１７．２ｋｍ）

協　議　項　目

３　乗合バス

５　参考法令
　　先進地事例

始発→終着

石越駅前→
築館営業所

石越駅前→
築館営業所

　・路線及び区間

４　鉄道関係事業

バス停

1

2

3

始発→終着

バス停

始発→終着

石越駅前→
　　築館営業所



協議第３３号 
 

国際交流事業について 
 
 国際交流事業について、次のとおり提案する。 
 

平成１５年１１月２７日 
 
                       栗原地域合併協議会 
                       会長 菅 原 郁 夫 
 

国際交流事業について 
 

 国際交流事業については、現行のとおり新市に引き継ぎ、事業内容等は新市

において速やかに調整するものとする。 
    

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日確認 



関　係　項　目

築館町 若柳町 栗駒町 高清水町 一迫町 瀬峰町 鶯沢町 金成町 志波姫町 花山村

青少年海外派遣事業

平成１４年度～
将来を担う青少年の育成をね

らいとし、学校や家庭で間接的
に学んでる海外の歴史、地理、
文化、生活、風土等を直接体験
すること、研修地の青少年との
交流を通じて、国際理解を深め
ることを目的とする。
        ※平成１５年度は中止

中学１年生、２年生

オ－ストラリア

平成１４年度予算額
　　　８，７２０千円

若柳町国際交流協会 栗駒町国際交流協会 一迫町国際交流協会

平成７年 平成１０年 平成４年

個人 ６３名 １０名 ８１名

団体 － － ５団体

法人 　４名 － －
広く教育、文化、芸術及び産業

等の国際交流を通じて、海外諸国
との理解と信頼を深めながら、国
際感覚豊かな人づくりと、国際化
へ対応した地域づくりの推進に寄
与することを目的とする。
○事業内容
　・宮城大学留学生ホ－ムスティ
　　事業
　・芋煮を囲んで国際交流
　・英会話教室
　・会報の発行等

地域の国際化を支援す
るため、交流事業を企画
し実施する。

国際交流を通じ広く文化・教
育・経済等の交流を行うととも
に、国際理解活動を通じて海外諸
国との理解と信頼を深めながら、
国際感覚豊かな町民と、国際性豊
かな町づくりの推進に寄与する。
○事業内容
　・英会話教室（8回）
     　講師：一迫中ＡＬＴ
　・国際文化交流講座（5回）
     　講師：郡内ＡＬＴ
　・その他

２７０千円 － ４９５千円

英会話教室 英会話教室 英会話教室 えいご・英語教室 英会話教室 国際結婚者交流会

平成１５年度～ 平成９年度～ 平成１１年度～ 平成９年度～ 平成３年度～ 平成１３年度～
国際化に対応した人

材、地域づくりの推進を
図る。

自己紹介、挨拶など基
礎的な会話を重点的に行
う。

意欲はあっても、なかなか英会
話を学ぶ機会に恵まれない方を主
な対象者として、日常会話程度の
初歩的な英会話を体験していただ
くとともに、受講生相互の親睦・
交流、さらには外国への理解を深
めることを目的とする。

講師は本町在住のＡＬＴが努
め、若柳町中央公民館と若柳町国
際交流協会主催で、期間中６回開
催される。

英語指導助手を講師に
町内在住者（学生を除
く）、町内勤務者の初心
者を対象に英会話教室を
実施している。

えいご教室
・幼児～小学生対象
・歌やゲーム、簡単なクッキング
など幼児でもえいごに親しめる内

容。

英語教室
・一般対象
・初歩的な英会話からレベルアッ
プを目指した英会話までを行う。

非常勤英語講師を講師
に迎え町民の英会話教室
を実施している。

国際結婚者に地域の文
化を知る機会を提供し、
住みやすい環境づくりを
図ると共に国際結婚者夫
婦の交流を推進するも
の。
・郷土料理の料理講習会
等

－ － － － － －

○周南市（山口県）平成１５年４月２１日合併

　・国際交流事業については、新市移行後、同様な制度はできるだけ一本化し、国際交流事業の拡充に向け速やかに調整する。

　・中学生等海外派遣事業については、新たに制度を創設する。ただし、補助率については、新南陽市、鹿野町の例により、２／３補助とする。

○かほく市（石川県）平成１６年３月１日合併予定

　・国際交流事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。ただし、事業内容については、新市において調整する。

○対馬市（長崎県）平成１６年３月１日合併予定

　・国際交流関係については、現行のとおり新市に引き継ぐこととし、国際交流協会については、合併後速やかに統合できるよう調整に努めることとする。

　・なお、姉妹都市縁組については、必要に応じ相手方の意思を確認した後、改めて調印する。

○西予市（愛媛県）平成１６年３月３１日合併予定

　・国際交流事業については、新市移行後、同様な制度はできるだけ一本化し、国際交流事業の拡充に向け速やかに調整する。

○登米地域合併協議会（宮城県）平成１７年３月２２日合併予定

　・現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において調整するものとする。

参　　　　　　　　考　　　　　　　　項　　　　　　　　目

国際交流事業

３．その他事業

　・設立年

　・研修先

２．国際交流協会

なし なし なし

栗原地域合併協議会の調整内容

調整方針・調整内容

国際交流事業については、現行のとおり新市に引き継ぎ、事業内容等は新市において速やかに調整するものとする。

協　定　項　目 国際交流活動に対する支援

専門部会名（    企画財政   部会）　　分科会（  企画　分科会）　№-1

協　議　項　目

１．国際交流事業

　・事業名

　・事業開始年度

なし なし

４．先進地事例

　・名称

　・補助金等

　・事業目的、内容

　・会員

　・補助金等

　・事業名

　・事業目的、内容

　・対象者等

　・補助金等

　・事業開始年度

　・事業目的、内容

なし なし

なし なしなしなし

なし

なし なし なし

なしなし なし なし なし



協議第３３号 国際交流事業について（参考資料） 
 
栗原地域広域行政事務組合が行う国際交流事業 
 
１ 事業名 くりはら少年の翼海外研修事業 
２ 事業開始年度 平成８年度 
３ 目的  圏域の将来を担う青少年の育成をねらいとし、学校や家庭、 

新聞等で間接的に学んでいる海外の歴史、地理、文化、生活、

風土等を直接体験することと、研修地の青少年との交流を通じ

て、国際理解を深めることを目的とする。 
４ 対象者 一般団員２０名、特別団員７名 計２７名 

 中学２年生の一般団員 町村２名（男女各１名） 
 団長、副団長、指導団員（３名）、養護団員、事務局団員 

５ 研修先 シンガポ－ル共和国 
６ 参加負担金 一般団員 ５０千円／１名 
７ 平成１４年度決算額 ４，７５０千円 

※平成１５年度は中止 
 
 




